
　東日本大震災により被災された皆様に、謹
んでお見舞い申し上げます。一日も早い復興
を心よりお祈り申し上げます。
　我が国における低レベル放射性廃棄物の処
理�処分について、原子力発電所で発生する
廃棄物は、日本原燃㈱六ヶ所の廃棄物埋設セ
ンターにて処分されるまでの道筋が確立され
ているものの、その他大学�民間の研究施設
等から発生する廃棄物は、その道筋が確立さ
れていないことが課題でした。しかしなが
ら、２００８年に（独）日本原子力研究開発機構
（����）が研究施設等廃棄物の処分について
の実施主体となることが決定し、更に今年６
月に（財）原子力研究バックエンド推進セン
ター（������）が、処理についての事業主体
になるべく準備を開始するとの名乗りを挙げられ
たことは、全ての低レベル廃棄物の処理・処分
がカバーされることになり、大学�民間等の
期待が高まっているところとなっています。
　弊社も、１９５９年より旧三菱原子力工業㈱の
大宮研究所にて、また２００１年に同研究所を

ニュークリアデベロップメント㈱に統合した
後は東海地区にて、各々燃料サイクルの研究
�開発を実施しており、長年に亘り放射性廃
棄物の発生者及び保有者の立場にあります。
　これら廃棄物の処理については、発生者が
責任をもって実施することになりますが、発
生者が個別に対応することは現実的ではなく、
一括して処理を行う������の様な事業主
体が現れたことは、弊社としても廃棄物処理
に関する大きな前進と期待致しております。
　一般的に、処理にコストをかけると廃棄体
本数が減少して処分コストは減少し、逆に処
理にコストをかけなければ廃棄体本数は増加
して処分コストも増加します。処理�処分の
トータルコストの観点からは、両者の間に最
適点が存在するはずであり、������には
今後、����と協力しながら、この最適点に
近づく様、適切な処理の在り方を検討頂き、
大学�民間の研究施設等廃棄物発生者の負担
軽減に向けてご尽力頂くことを期待致してお
ります。

July.2011  No.88

三菱重工業株式会社　代表取締役常務執行役員
原子力事業本部長　　　　　　　　正森　滋郎

研究施設等廃棄物の処理･処分コスト最適化に向けての期待



ＲＡＮＤＥＣニュース目次

第��号（����年���月）

���　研究施設等廃棄物の処理�処分コスト最適化に向けての期待
三菱重工業株式会社　代表取締役常務執行役員
原子力事業本部長　　　　　　　　正森　滋郎

�������	
��
��������������

　１．国への貢献
　　①健康相談ホットライン���……………………………………………………………………�１

企画部　武田　準一
　２．������の知見の反映
　　①福島環境回復プラン提案�……………………………………………………………………�２

専務理事　森　　久起
　　②放射線防護対策に都市鉱山の利用�…………………………………………………………�３

エコマテリアル・フォーラム会長、　　　　　
物質・材料研究機構　元素戦略材料センター
元素戦略統括グループ長　　　　原田　幸明

　３．情報の収集と提示
　　①マスコミへの情報提供�………………………………………………………………………�５

企画部　武田　準一
　　②国際会議等の情報の収集�……………………………………………………………………�６

情報管理部　榎戸　裕二
　　③����勧告に基づく緊急時の被ばくレベル��………………………………………………�７

（財）原子力研究バックエンド推進センター　
パートナーズネットワーク会員　桜井　直行

座談会の開催　「東日本大震災・福島第一原子力発電所事故からの復興への展望」��…………�１０
元自衛隊陸将補　武田　能行氏、前原子力委員　松田　美夜子氏

菊池　三郎　理事長

�������	
��
���������	
��

１．チェルノブイリ放射性核種降下物による汚染の規模と特徴�……………………………�１３
立地推進部　石堂　昭夫

２．チェルノブイリ周辺水系の汚染状況�………………………………………………………�１８
事業計画部　泉田　龍男

３．放射能汚染の影響を受ける生態系の回復�…………………………………………………�２２
設備準備部　秋山　武康



４．構造物の安定化のための改修�………………………………………………………………�２６
東海事務所長　安念　外典

５．４号炉石棺を覆う安全格納施設の新設計画について��……………………………………�２９
情報管理部　　榎戸　裕二

�������������	
��
��

１．平成��年度事業計画について��……………………………………………………………�３３
企　画　部

２．大学・民間等廃棄物物流システム事業準備室発足�………………………………………�３５
物流システム事業準備室

３．ウラン取扱施設へのクリアランス適用に向けて省令改正�………………………………�３６
技術開発部

世界の原子力発電所の廃止措置最新情報�…………………………………………………………�３７
情報管理部　榎戸　裕二

�������	�……………………………………………………………………………………�４２
������……………………………………………………………………………………………�４２





－　１　－

福島第一原子力発電所の事故に対するRANDECの活動

企　画　部

　文部科学省は大震災に伴う東電福島第一原
子力発電所の事故に対応して、３月１７日より
一般住民の方を対象とする健康相談ホットラ
インを開設した。������では、この趣旨
に賛同し、国の業務への参加（支援）として
専用回線をひいて３月２８日より１ヶ月間９時
～１９時半まで土日を含め、約１，０００件の電話
相談の対応を行った。相談内容としては、放
射線の基礎知識や放射線に関する生活全般へ
の影響等様々なご心配やご不安にお答えする

ものですが、ヨウ素やセシウムといった元素
名やべクレルやシーベルトといった単位等馴
染みのない言葉が沢山出てくるので分かりや
すく説明することと、何よりも不安を感じて
おられる方々のお気持ちをまず受け止めるこ
とに心掛けました。相談を受ける私共にも非
常に勉強になりました。また、このようなボ
ランティア活動は賛助会・協力会、日頃の皆
様のご支援によって行うことができました。

　本年３月１１日１４時４６分、太平洋三陸沖を震源として発生した東北地方太平洋沖地震はマグニ
チュード９．０と日本国内観測史上最大の地震となり、その影響による大津波も広範囲で、この大
規模な地震及び津波により非常に多くの尊い人命が失われ甚大な被害に見舞われた。あらため
て、この大震災により亡くなられた方々のご冥福をお祈りするとともに、被災された地域の皆様
に心よりお見舞い申し上げます。
　この大地震及び大津波により東京電力福島第一原子力発電所では、放射性物質が原子力発電
所から環境に放出され、住民の方々の避難等地域はじめ広く社会にご心配とご迷惑をかけると
いう深刻な事故に至り、現在も現地では困難な状況の中で懸命な作業が続けられています。
　������では、東京電力福島第一原子力発電所の事故に対して、
１．国への貢献：①健康相談ホットラインへの参加
２．������の知見の活用：①福島環境回復プランの提案、②放射線防護対策に都市鉱山の
利用

　３．情報の収集と提示（①マスコミへの情報提供、②チェルノブイリ関連の国際会議情報収集）
と大別しての３つの活動を行ってきており、以下にその内容を紹介致します。
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　東日本大震災を契機とした福島第一原子力
発電所事故によって、福島県を中心として放
射性核種７７万テラベクレル（６月６日、原子
力安全・保安院）が環境へ放出された。
　事故発生後、３ヶ月以上が経過したので、
�－１３１は殆ど減衰しており、環境中には半減
期が３０年である��－１３７が中心となって残っ
ています。
　福島県下では、既に、４月中旬から空気中
では放射性物質が計測されず、事故時点で拡
散した放射性物質が土壌などに沈着している
状態にあり、これからの放射線が計測されて
います。土壌中の放射能を除去さえできれ
ば、避難されている方々の早期自宅帰宅や市
街地域の安全・安心な生活も可能となります。
　一方では、土壌中の放射性物質濃度は徐々
に減少しており、環境への拡散が進んでいま
す。早期の対応が環境回復に有効であること
がこちらからも言えます。
　当財団では、４月より、国、福島県など関
係するステークホルダーの方々へ環境回復プ
ランを提案させていただいており、多くの賛
同が得られつつあります。
　提案では、先ずは汚染状況の詳細なマップ
を作り、地元の方々の参画を得て回復基準を
作成する住民参加型の戦略的な取り組みが必

要であります。
　このもとで、環境土壌の回復作業を行い、
年内に自宅への帰宅実現などの目標を立てる
ことが必要としています。また、津波被害を
中心に２９０万トンにも及ぶ大量の瓦礫がよう
やく汚染の低いものから片づけが始まってい
ますが、このうち、手付かずの高放射能汚染
した瓦礫の除染を行うことにより、一般廃棄
物・産業廃棄物の処理処分施設などの既存施
設活用が可能となります。
　さらには、環境へ拡散した放射性物質が下
水道汚泥に集積している問題も発生していま
す。これらについても保管管理して、土壌、
瓦礫と一緒に安全に処分する方策を提案して
います。
　環境回復を行うために適合する法律はな
く、超法規的に行わざるを得ませんが、原子
力関連法規の技術基準をも満足させていくべ
く、管理しながらも戦略的な方策を取ってい
く必要があります。
　環境回復は原子力開発を行ってきた者の責
任であると自覚して、国・自治体・大学・研
究機関・民間産業界・地元の方々などわが国
の総力を結集していくことが必要です。少し
でも貢献できればと思って当財団では活動を
しています。

�������	
��

�

　専務理事　森　　久起

�������	
��
�



－　３　－

　３�１１の地震・津波に端を発する福島原発の
問題は我々に多くの課題を突き付けている。
その多くの課題の全てに答えることは難しく
とも、自分達の創ってきた技術や得てきた知
識が、その部分的な解決や問題の軽減に役立
てることが出来るならばというのが我が国の
多くの科学技術にたずさわってきた人皆が思
うところであろう。今回はその様な取り組み
の一つを紹介させていただきたい。
　７�２４の地デジ化と３�１１の福島原発、この両
者を結びつけるものがある、と言われてもな
かなか急にはその関係を見い出すことは難し
いだろう。答えを言うと、それは鉛である。
　福島原発に鉛が必要となることは科学の知
識がある人なら容易に理解できる。言うまで
もなく、鉛は原子量が大きくかつ核的に安定
しかつ普遍的に用いられている代表的な元素
であり、その原子の保有する電子数の多さか
らコンプトン散乱による優れたγ線遮蔽能力
を有している。鉛板による遮蔽や鉛網シート
など原発事故で発生した大量の放射性物質か
ら発するγ線を防護し原発の安定化に向けた
作業を進めるためには鉛は不可欠の材料にな
る。
　この鉛は現在日本の国内では約２０万トンが
生産されているが、その９０％の用途は鉛蓄電
池になっている。鉛蓄電池の多くはリサイク
ルされているが、近年は中国での鉛蓄電池需
要が急速に高まっていることからスクラップ
も中国に流れる量が多くなっている。鉛の代
替として同じく原子量の大きいタングステン
も近年は用いられるようになってきている。

しかしタングステンは資源の８５％を中国がお
さえているという希土類なみの寡占性の高い
資源である上に、超硬工具というモノづくり
には不可欠の素材の基本物質であるために遮
蔽材への大量の転用は難しい。
　実は、数年前まで鉛の一割近くを使用して
いる用途があった。それはブラウン管用の鉛
ガラスである。この鉛も使用されている目的
は遮蔽用であり、ブラウン管で発生する電子
線から視聴者の被曝を防ぐためのものであっ
た。しかし、現在は液晶ディスプレイやプラ
ズマディスプレイに取って替わられ、ブラウ
ン管への鉛の用途は急速に減退している。
　この鉛の入ったブラウン管が一気に排出さ
れる。それは２０１１年つまり今年の７月２４日で
のアナログ放送の終了によるものである。従
来なら徐々に排出される古いタイプのブラウ
ン管テレビが、地デジ化によって使用不能と
なり急速に廃棄されることになるのだ。電子
情報技術産業協会の試算によれば２０１１年に排
出されるテレビは１，６５０万台で、そのうちブ
ラウン管テレビは１，５５０万台と予想されてい
る。テレビ一台当たりのブラウン管ガラス量
は一台当たり１５��つまり一万台で１５０トンで
あるから、１，５５０万台だと約２３万トンの鉛ガ
ラスが発生する。ブラウン管ガラスには前面
の鉛の少ないパネル部と後部の鉛の多いファ
ンネル部がありファンネル部で２５％、両者平
均すると約１０％の鉛が含有されているので金
属鉛換算で２万トン強の鉛が使用済みとして
出てくることになる。
　このように、必要な資源を天然から得るの

エコマテリアル・フォーラム会長、　　　 　
物質・材料研究機構 元素戦略材料センター
元素戦略統括グループ長　　　　原田　幸明
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ではなく、一旦利用されたのちのリサイクル
物を活用するのが「都市鉱山」の活用であり、
原発事故対策の遮蔽材原料もそもそも遮蔽の
ために用いた製品の「都市鉱山」から得てい
くことが地球環境にも国民経済にも負担の転
嫁を少なくしつつ問題解決へと進めることに
なる。
　もちろんこの「都市鉱山」の鉛ガラスは家
電リサイクルによって取り出され、東南アジ
アや南アメリカ等まだブラウン管が必要なと
ころにリサイクルされているが、原発事故対
策という緊急な用途のためにはある程度優先
的に国内需要にまわしてもらいたいものであ
る。
　とはいえ、ブラウン管鉛ガラスは金属鉛で
はない。それは鉛の溶出、環境汚染という問
題をガラス化することで防いでいるため安心
して使えるというメリットとともに、鉛がガ
ラスで薄められている分だけ遮蔽能は劣らざ
るを得ない。もちろん、再度製錬会社に持っ
て行って鉛を取り出してもらえば金属鉛とし
て使えるが、大量のスラグが発生するために
コスト的になかなか難しいものになる。ここ
で知恵と技術を出す必要が出てくる。
　いちばん簡単に考えられるのは、もう一度
溶融して遮蔽用の鉛ガラス板として用いるこ
とだが、破損しやすく現在の緊急の用途とし
てはむしろ頑強な使い方ができる方が望まし
い。頑強なというならば、鉛ガラスを砕いて
大きな袋詰めにし、マット状もしくは土嚢状
で、放射性物質で汚染された瓦礫や土壌の上
において作業環境の周辺からの被曝防止に用
いる方法やマットに入れるのではなく樹脂な
どに埋め込む方法もある。
　さらに進めれば、鉛ガラスを骨材としてコ
ンクリート化する方法がある。コンクリート
の中には重コンと呼ばれる放射線遮蔽機能を
持つものが知られている。この原料は鉛では

なくバライトと呼ばれるバリウムの鉱石が用
いられているが、バライトのほとんどが中国
からの輸入でそれも年間９，０００トンあまりで、
用途も遮蔽用ではなく土木用の潤滑剤であ
る。直接この代替として構造用用途に使える
ならばわかりやすいのだが、現実はそう簡単
ではない。ガラスは骨材としては強度的に弱
く、かつアルカリ環境で劣化する性質があ
る。このため重コンの代替ではなく、強度、
遮蔽能に見合った使い方をしなくてはならな
い。
　そのためには、ただ単に家電リサイクル等
から鉛ガラスを供給してもらうだけではな
く、用途と見合った技術評価、技術開発が必
要である。この問題に今ゼネコン会社が積極
的に取り組みを開始している。作業時だけで
なく作業へ向かう通路や周辺環境、瓦礫から
の被曝の防止、汚染水の処理時の遮蔽など多
様な用途を念頭に置きながら、強度や安定
性、さらにはそれらの粉砕粒度や混合条件と
の影響などの試験を開始している。また原発
保守管理の会社もそうして作られた素材の遮
蔽能試験を受け持つなど、廃棄ブラウン管の
鉛ガラス利用の遮蔽素材に向けたチームが形
成されてきている。もう一息で、「市民が不
要のテレビをちゃんと家電リサイクルに持っ
ていけば、ささやかながらも原発事故と戦っ
ている人たちの役に立てる」ようにできるの
である。
　津波で多くの人が雇用を失った。その一方
でその自治体の職員は人手不足で寝る暇もな
く動き回っても手が回らない。「あるもの」と
「必要なもの」これを結び付けていくことが復
興にとってなによりも重要なことだ。そして
そのためにこそ技術が、知識が寄せ集められ
発揮されねばならない。使用済みブラウン管
鉛ガラスの放射線遮蔽への利用はそのなかの
ほんの小さな動きかもしれない。ただこのよ
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うな動きが積み重なって、今の問題を解決
し、明日への道が開けるのだと思う。

　最後に、現在試験に取り組んでいるゼネコ
ン会社、原発保守管理会社はもとより、知恵
を出し合ってくださったプラント会社、セメ
ント会社、そのような知恵を集める機会を与
えてくださった経済産業省の放射性廃棄物等

対策室や産業技術環境局の方々、さらに試験
に向けての資材提供を支えてくださった同リ
サイクル課、情機課の皆様、そして大量の試
験資材を提供してくださった家電リサイクル
関係の皆様に感謝の意を表すとともに、積極
的にこれらの仲立ちをしてくださった松田美
夜子先生、金沢工大上野潔様������森久
起専務に心からお礼を述べるものです。

（追記）
　当財団では、経済産業省のご指導を頂きな
がら、家電リサイクル物の利用にかかるシー
ズ研究成果と原子力ニーズとの結び付けに協
力をさせていただいています。清水建設㈱に

　２００８年に������がロシアの低レべル液
体放射性廃棄物処理施設「すずらん」に対し
て行った事後評価の報告書の内容に対する取

材や廃止措置全般に関するインタビュー、当
財団に関する情報提供等テレビ・新聞・週刊
誌等各種マスコミへ対応を行った。

�������	
�

企画部　武田　準一

�������	
��


て現在、遮蔽コンクリートの実用化試験が進
められており、プラントメーカー、ゼネコン
などで、東電福島事故の収束への利用が進む
ことを願っております。
� 森　　久起
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　東京電力福島第一原子力発電所の事故のよ
うに原子炉内で燃料溶融や損壊等の事故を経
験した原子炉に関して、事故後の対応、特に
環境影響やプラント内外の状況把握、初期段
階の浄化活動、その後の廃止措置活動等につ
いて情報収集を行った。世界で現在までに恒
久運転停止した発電用原子炉は１３１基あるが、
このうち炉心燃料の溶融や損壊により運転停
止したものは下記の５プラントである。運転
停止の古い順に、ルーセン発電所（������
���、スイス�１９６９年）、エンリコ・フェルミ
－１炉（�������	、アメリカ�１９７２年）、ボ
フニチェー�１炉（�������	
��、スロ
ヴァキア�１９７７年）、スリーマイル島２号炉
（���������、アメリカ�１９７９年）及びチェ
ルノブイリ原子力発電所４号炉（�����
�，�����、ウクライナ�１９８６年）である。
　発電用原子炉ではないが、１９５７年イギリス
においてウインズケールのパイル１（黒鉛炉）
で炉心の火災・溶融事故が発生し、周辺の広
範囲の住民が避難した事故があった。現在
も、損傷した炉内に燃料が残り、その遠隔で
の除去作業を含め汚染されたプラントの浄化
活動が計画的かつ継続的に実施されている。

　まず、東京電力福島第一発電所事故への可
能な技術支援の一環として、チェルノブイリ
事故については、４月にウクライナのキエフ
で開催された“チェルノブイリ事故－２５年国
際会議”における同国政府報告書等を入手し、
本誌（������ニュース第８８号）においてサ

イト浄化の現状と今後の計画について５編を
情報提供している。チェルノブイリ事故に関
してはデコミッショニング技報第４４号（９月
発刊予定）にも、チェルノブイリ事故対応の
支援を行っているドイツの設計・開発会社か
らの報告を行う。
　スロヴァキアのボフニチェー�１炉に関し
ては、当センターは原子炉のクリーンアップ
計画について長年にわたりスロヴァキアとの
共同研究を国の委託で進めた実績があり、燃
料が原子炉炉心の外部にまで流出した状況を
含め、その後の廃止措置活動に関して再度詳
細調査を開始した。
　アメリカのスリーマイル島２号炉及びエン
リコ・フェルミ－１号炉は当センターの製作し
た廃止措置情報データベース（２００４年３月）
の情報を確認するとともに、現在進められて
いる活動について、国際会議論文を入手し現
状調査を開始した。
　スイスのルーセン炉は岩山の洞窟に設置さ
れた小型の重水減速黒鉛減速炉で炉心溶融を
起こしたものである。洞窟内を完全にクリー
ンアップしサイトの無拘束解放による規制解
除を達成している。
　これらの事故を経験した発電所では、飛散
した核燃料をどのように取扱い対処したの
か、また高いレベルの放射性廃棄物をいかに
安全に処理処分しているか、貴重な情報を有
している。今後の福島の事故対応において必
要な情報を的確に提供すると共に、更なる詳
細な最新情報を収集していく。

情報管理部　榎戸　裕二

�������	
�	�
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　３月１１日に発生した東日本大震災により、東京電力福島第一発電所が長時間にわたる外部電
源喪失状態となり、核燃料棒の一部溶融を含む未曾有の原子力災害が発生した。関係者の努力
によりひとまず冷却能力が確保され、発電所は小康状態にあるが、水素爆発などにより核分裂生
成物が３０キロメートルを超える遠距離まで飛散し、一部住民が長期間にわたり故郷を離れ、避難
せざるを得なくなった。
　その経過の中で、緊急時に作業者や住民にどこまでの被ばくを認めるかという問題がクロー
ズアップされたので、それらについて����の最近の勧告を紹介し、適用状況を解説する。

（財）原子力研究バックエンド推進センター　
パートナーズネットワーク会員　桜井　直行

�������	
��
������
���

１．緊急作業者

　原子力安全委員会が定めた「原子力施設等
の防災対策について（平成２２年８月）」（以下
防災指針）では、防災業務関係者の防護措置
として、次のような放射線防護の指標が提案
されている。
①　事故が発生した原子力事業所の放射線業
務従事者については法令に定められた限度
を適用する。
②　災害応急対策活動及び災害復旧活動を実
施する防災業務関係者の被ばく線量は、実
効線量で５０���を上限とする。

③　ただし、防災業務関係者のうち事故現場
で緊急作業を実施する者が、災害の拡大防
止及び人命救助等緊急かつやむを得ない作
業を実施する場合の被ばく線量は、実効線
量で１００���を上限とする。必要あれば、
目の水晶体に対し等価線量で３００���、皮
膚に対し等価線量で１，０００���を上限とする。
　ここで①の法令に定められた限度とは、
“線量限度等を定める告示”において緊急作業
に係る放射線従事者の実効線量１００���、目
の水晶体に対し等価線量で３００���、皮膚に
対し等価線量で１，０００���としている（女性に
は例外規定あり）。

　②の防災関係者とは被ばく線量の上限が
５０���であることから、事故現場から離れた
場所での防災活動と考えられる。
　③の但し書きは法令とまったく同じ数値で
あるので、①の放射線作業従事者と同じ指標
が適用になっている。

　今回の福島第一原子力発電所の事故では、
現場の放射線量率が大きく、１００���の線量
限度では十分な作業時間が取れないことが問
題になり、厚生労働省は今回の事故に限定し
て、緊急時の実効線量限度を２５０���に急遽
変更した。（基発０３１５第７号平成２３年３月１５
日）
　この根拠となったのは、国際放射線防護委
員会（����）の勧告である。現在の日本の
法令は同委員会の１９９０年の勧告に基づいてい
る。最新の勧告は２００７年勧告で、その国内法
令への反映方法が放射線審議会基本部会で義
論されている最中である。１９９０年勧告では、
事故対策のための職業被ばくの介入レベルと
して、「実効線量で５００���、皮膚線量で
５，０００���、ただし人命救助には適用しない」
としており、これは日本の法令に取り入れら
れていない。２００７年勧告でも、救助活動に従
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事する者に対する線量として１００���以下、
緊急救助活動に従事する者の線量として、確
定的影響が発生することを回避するための線
量である５００���または１，０００���を推奨して
おり、さらに救命活動の時は便益がリスクを
上回ることを条件に、許容される線量に上限
を設けていない。
　今回、原子力災害対策本部は����勧告にあ
る介入レベル５００���の半分である２５０���を、
東京電力福島第一原子力発電所から半径３０��
圏内の地域、及び原子力緊急事態解除宣言が
されるまでの期間、そして緊急やむを得ない
作業に限定し採用することにした。３０キロ圏
内で働く警察官、自衛隊員にも適用可能であ
るが、彼らにやむを得ない緊急作業は起こり
そうにない。緊急事態解除宣言後の発電所従
業員の緊急時の線量限度は１００���に戻るこ
とになるが、すでにこの値を超えてしまった者
の扱い、健康管理など実務上の準備が必要に
なる。
　２００７年勧告の法令取り入れを検討している
放射線審議会基本部会では、平成２３年１月に
中間報告を出しており、そこでは現行の日本
独自の低い緊急時の線量限度ではなく国際的
に調和の取れた考え方に基づいた数値にすべ
きことを具申している。法令改正前に事故が
起きてしまい、特例として一部先取りをした
ことになった。

２．一般公衆の線量レベル

　一般公衆に対する線量レベルとして１���
がたびたび引き合いに出されているが、これ
はあくまでも放射線源が制御されている状
態、すなわち平常時の限度値である。事故時
は防災指針において、一般公衆に被害が及ぶ
時の屋内退避と避難等の指標を示している。
　①外部線量による実効線量の予測値が１０～
５０���、あるいは放射性ヨウ素のよる小児甲

状腺の等価線量の予測値が１００～５００���の時
は屋内退避すること、②それを超えるときは
コンクリート建屋への退避か、避難を定めて
いる。指標に幅があるのは対策を実施するか
どうかの判断は、線量の値だけではなく、住
民の数、実現の可能性、社会的影響など実施
した場合のデメリットも考慮して決定される
べきとしている。今回の福島第一原子力発電
所の場合のように、それが一カ月を超え長期
に及ぶ場合について、防災指針が想定してい
なかったという問題がある。
　��������．６３では介入レベルとして、屋内
退避５～５０����２日間、一時的避難では１
週間未満で５０～５００���、恒久的な移住では
初年度１００���または１��が示されている。
　４月１１日に政府は、積算線量が１年間に
２０���を超える区域を計画的避難区域とする
考えを導入した。ＩＣＲＰの２００７年勧告では
緊急事象の発生における典型的な参考レベル
は２０���から１００���の範囲で正当化される
としている。下限値未満では避難によって得
られる利益と社会的経済的な損失を比べた場
合損失のほうが大きくなるので正当化されな
い。上限値を超えてから対策を投入する戦略
は除外されるべきであるとしている。この範
囲内でいかなる数値を採用するかは難しい問
題であるが、今回の政府決定は����勧告の
下限値を採用したことになる。児童生徒には
２０���が高すぎるという議論になってしまっ
たのは、����が復旧期の線量レベルとして
１���から２０���という値を用いており、学
校周辺の現状が緊急時なのか、復旧時なのか
認識を明確にしなかったためであろう。
　�����の原則は緊急時でも有効であり、
さらに被ばく低減の努力が求められるのは当
然である。
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３．被ばく線量と健康上の被害の大きさ

　「直ちに健康上に影響することはない」とい
う定型句を何度も聞かされてきた。説明不足
もあってかえって不安のもとになっている。
����の現在の直線仮定の考え方を参考に一
言付け加えたい。放射線障害には急性障害と
晩発性障害があることはよく知られている。
「直ちに」とは確定的影響のしきい値を下回っ
ているので急性障害が発生することはない、
ガンなどの晩発性影響は確率的影響なので、
発生するかも知れないということであろう。
急性障害は全身照射１００���では染色体検査
で変化が見つかる、５００���で末しょう血液
中のリンパ球の減少、１，０００���で１０％の人
に嘔吐や悪心が発生するとされている。一般
的に５００���で未満では臨床症状は認められ
ない。晩発性影響の代表である放射線被ばく

によるガン発生の確率は、致死性でないすべ
てのガンを含めて、５～６％ ���とされてい
るので、たとえば２００���の被ばくをした人
の集団では、１％ほどガン発生の確率が上昇
する。２０���ではその１�１０である。緊急時
にはこの程度のリスクを冒しても得られるメ
リットのほうが大きいと判断していることに
なる。死亡原因の約３割がガンである社会
が、緊急時にこのリスク確率の上乗せを受け
入れるかどうかが問題の根本にある。

　今回の事故の教訓を受けて、国内では防災
指針、法令の見直しは必至である。また国際
的にも原子力防災対策に関する現在の勧告や
指針、����の安全基準類への反映がなされ
るものと思う。

参考文献

１）土居雅広他著「低線量放射線と健康影響」（２００７年）医療科学社
２）放射線審議会基本部会：国際放射線防護委員会（����）２００７年勧告（���．１０３）の国内制
度等への取入れについて－第二次中間報告－（平成２３年１月）
３）原子力安全委員会：原子力施設等の防災対策について（平成２２年８月一部改訂）
４）��������	
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���６３：放射線緊急時における公衆の防護のための介入に関する諸原則、社
団法人日本アイソトープ協会（１９９４）
５）��������	
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���１０３：国際放射線防護委員会２００７年勧告、社団法人日本アイソトープ協会
（２００９）
６）本間俊充、“新しい放射線防護の考え方と基準�第６回緊急時被ばく”日本原子力学会誌、
���．５２，��．９，�５７８（２０１０）
７）日本学術会議会長談話、“放射線防護の対策を正しく理解するために”２０１１．６．１７
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○今回の大災害をどのように受け止めたか

松田：起こってはならないことが起こったと
いう感じですが、必ず回復できるという思い
があります。それはエネルギー政策に関って
きた者として必ず日本を復活させる、させて
いこうという気持ちです。

武田：「起こってはならないことが起こった」
というのはすごく実感があると思ってお聞き
しました。私は自衛官として１８歳から防衛大
学に入り、退職後も自衛隊関係の仕事をやっ
ていましたから、戦後自衛隊がどれだけ差別
観を受けて皆が悔しい思いをして仕事をして
きたか良く分かります。

松田：原子力発電は自衛隊と同じように第二
次大戦前の負の遺産を引きずって、本当に重
要な国の政策でありながら針のむしろのよう
で、共通したシンパシーを感じます。
菊池：私のように物心がついた時から原子力
をエネルギーとして使おうと思ってきた人間
としては、自然災害と原発事故は別の問題と
して考えなければいけない問題と思っていま
す。短期、中期、長期の３つに分けて対応を
考えるべきで、短期では当座我々が経済活動
をしていく上でエネルギーをどうするべき
か。中期では事故を起こした福島の原発をど
うするべきか、長期的には人類が原子力のエ
ネルギーを使う前提でバックアップシステム
や人為的な問題をどう防ぐかを含め制度的な
ところも考えなければならない。

○災害復旧活動について神戸大震災との違い

武田：神戸大震災の時は私は自衛官として３
カ月くらい行きましたが、６�４４３人の死者に
対して最終的な行方不明者は３人でした。ま
た、阪神の場合は長さ２０数キロ、幅３～４キ
ロの断層地帯に乗っている神戸や西宮、芦屋

座談会の開催

元自衛隊陸将補　武田　能行氏、前原子力委員　松田　美夜子氏
菊池　三郎　理事長

　さる６月１５日（水）に、「東日本大震災・福島第一原子力発電所事故からの復興への展望」を
テーマにして、元自衛隊陸将補であり防災専門家の武田能行（たけだ　よしゆき）氏、前原子力
委員であり生活環境評論家の松田美夜子（まつだ　みやこ）氏をお招きして、当財団理事長菊池
三郎の３氏による座談会を開催いたしました。（場所：原子力機構青山分室、司会：当財団武田
企画部長）
　本������ニュースではその概要を紹介します。詳細につきましては次号のデコミッショニ
ング技報で掲載いたします。（文中では、敬称略とさせていただきました。）　

�������	
��
������������������
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といったエリアに集中していましたが、今回
は津波と原子力事故です。津波はすごい破壊
力で２万５千人という死者・行方不明者が出
る大惨事で、不明者の８千人という膨大なご
遺体をどう捜し出すかというのが今回の被害
の特性です。本来行方不明者の捜索は警察な
んですが、まだ７万人以上の自衛官が残って
やっているのは行方不明者の目処を付けない
とその次の復興の策が打てない。基本的に行
方不明者は生存しているという前提で法的に
扱うので、勝手に家を排除したり土地を収用
して別の目的に使用したりという事は現在の
法律では出来ないのです。

○福島原発事故を踏まえた問題点について

松田：原子力委員の時に、軽水炉は技術開発
は既に終わっていると言われたんですが、私
は事故を起こさないためには安定した技術で
も更なる安心できる技術を進めていくための
予算を付けなければと言ったんです。本当に
使わなくてはいけない技術的な予算が段々少
なくなっているという傾向に矛盾を感じてい
ました。また、省庁再編で効率効率と言い過
ぎた中で原子力という日本の大切な科学技術
開発の予算がどんどんつかなくなってきてい
ます。
菊池：日本が原子力委員会を作ってスタート
した時は核燃料サイクルは国有で、その後法

律を変えて民間にもできるようになり、それ
が今の青森県六ケ所のサイクル施設になるわ
けです。科学技術庁は一種の原子力庁でした
から。韓国やフランスは、原子力の省庁は一
本です。日本もエネルギー省なり原子力庁で
やらないと。今回も東電を批判するのではな
くて、もう原点に戻り仕組みを作り直さない
と。成功している国もあるわけですから。
武田：マスコミの報道を聞いていると東電も
事業主また営利企業としてトップが現場での
経験がないために本当の原子力の恐ろしさを
熟知しているとは思えないですね。徹底的に
（事故の原因を）調査して、今回の教訓を拾い
上げ、どのように改善するのかということを
組織・制度・予算全てを含めて工程表を示し、
ここまでやりました、だから原発を再開させ
て下さい、全て国が責任をとると政府がはっ
きり言わないと原発の再開はなかなかできな
いです。
松田：������の公開を早くするようにメー
ルを送ったのですが。きちんとしたデータが
早く出ていれば２０キロ圏外の飯館村に一番放
射能が降ったというのがわかっていたはずで
わざわざ飯館村に逃げないようにする方策も
あったと思うんですよ。

○危機管理について

武田：私は自衛官として退官まで命のやり取
りをして戦ってきました。ずっと危機管理の
訓練を受けてきたんです。危機管理の予定と
いうのはその状況で刻々と変わるんですが、
今自分が立っている状況で最低限・最悪の場
合でも阻止しなければならない事は何かとい
う危機管理の達成目標を決めることです。
　今回の福島原発の事故では最初の２４時間で
爆発したというのが危機管理の失敗です。１
号機が爆発したら２，３，４号機の爆発防止
の措置をとるべきでした。



－　１２　－

菊池：ごもっともな指摘だと思います。平時
ならば東電がマニュアルに沿って法律の何条
をみて保安院の許可を得てから、こういう作
業をするという手順を踏んでいくんですが、
あの事故時は平時ではなく緊急事態ですから
現場の所長で（迅速な判断が）できたと思う
んです。総理が危機を宣言して、現場に作戦
を任すというやり方の方が早いんじゃないか
と。現場の連中は２，３，４号機も来るん
じゃないかという恐怖感があったんじゃない
かと思いました。

○環境回復について

松田：どんなにコストをかけてもいいから１
ミリシーベルトを目標に（環境を）綺麗にし
ないと原子力の再開はあり得ないのではない
でしょうか。私たちは電気のお陰でここまで

豊かになり便利に暮らしています。負担は国
民共同でとるべきです。それは現地の人に対
する誠意だと思うんです。
武田：今の様な政策決定・遂行を踏んでいる
限りは殆ど何もできないんじゃないかなって
気がします。松田先生も仰られたように、一
つ一つの重要なテーマを解決していくために
権限を持っている人が専門家のいろんな意見
を聞いて自分なりに確信を持って指令を出す
んじゃないですか。指令を出すだけでなく、
それを実行する機関が法律や規則や政令にブ
レイクダウンして官僚組織をフルに活用して
言うだけでなく実行に移す組織とそれにまつ
わる予算がないと何も実行できない。
菊池：福島の復興について我々はどのように
放射能を取り除けばよいか、取った後はどう
管理するか等提案をしています。福島県エリ
アを綺麗にしようということですから、福島
県主導でやってほしいと私は思います。

（この後、座談会はエネルギーの安全保障と
国民生活の問題にも話が及んでいきます。今
回の詳細の内容も含めて「デコミッショニン
グ技報」��．４４にて掲載させていただきます。
また今回の座談会概要の構成及び内容は当財
団の責任編集としております。）
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チェルノブイリ原子力発電所４号炉の事故に関する調査

情報管理部

　チェルノブイリ事故から２５年を迎えるに際し、ウクライナ政府は、ベラルーシ、ロシア、��、
フランス����機関、ドイツ���社の協力及び国際連合（����、���他機関）の支援により２０１１
年４月２０～２２日までキエフにおいて、国際会議「チェルノブイリ事故後２５年－将来への安全」を
開催した。当センターは独自のルートによりウクライナ政府の公式報告書及び会議報告（ロシア
語、一部英語）を入手し、事故における以下の５つの主要な課題を選択して皆様に情報を提供し、
同じリスクレベル７となっている福島第一原子力発電所事故についてその共通点と相違点の理
解に資することとしました。

　チェルノブイリ原子力発電所事故から、すでに１３７��の半減期の３０年にほぼ匹敵する時が経過
し、ウクライナ政府が主催した上記の国際会議において論文集が上梓されている。その中で、
「環境、土壌、地上水、地下水の放射能汚染と汚染エリアの特徴」とのテーマの下にいくつかの
報告がなされているが、その冒頭に全体の概要が述べられているので紹介する。
　黒海に流入する延長２�２９０��に及ぶ大河ドニエプル川（ウクライナ語でドニプロ）は、ウクラ
イナの首都キエフの北に広がるキエフ貯水湖の北端、ベラルーシとの国境付近の広大な氾濫原
のなかで、上流に向かって北への本流と北西へ向かう�������川に分岐する。�������川に分岐後
の最初の町がチェルノブイリである。すなわちチェルノブイリ原子力発電所のすぐ下流に首都
キエフがあり、さらに下流には黒海に至る広大なドニエプル流域のひろがりがある。

�������	
��
����������������

立地推進部　石堂　昭夫

事故当初の状況

　原子力発電所事故の結果として、旧ソ連邦
とくにベラルーシ、ロシア、ウクライナ、さ
らに、西ヨーロッパ、特にスカンディナビア
諸国、アルプス地方が最も深刻な汚染に見舞
われた。チェルノブイリ原子力発電所避難区
域外側周辺の高い放射能汚染は、高度２�０００�
までの大気中に汚染気塊が漏出し、この高度
での激しい挙動、降雨があり、そして汚染気
塊の移動は、その方向や高度が、複雑な地形
の影響を受けることになった（図１）。

　汚染気塊の移動にともなる降雨によって、
ウクライナ各地での１３４��，１３７��のレベルが上
昇した。また、対流圏からの放射性物質と煙
霧上の塵が降下し、ベラルーシ、ロシア、ス
ウェーデン、フィンランド、ドイツ、オース
トラリア、スイス、スロベニア、ギリシャ、
ブルガリア、ルーマニア、グルジアの領域に、
高いレベルの放射能汚染を引き起こした（図
２）。
　１３１�と１３７��の局所的な汚染の最大のものは、
例えばチェルノブイリから８００～１�４００��も離
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れているアルプス山麓、バルカン半島諸国で
みられるが、これも山岳地帯特有の気流の垂
直的な移動に起因している。
　西欧諸国２８０�０００��２全域にわたる１３７��汚染
のレベルは、２０�����２以上で、これは、全地
球的なバックグラウンドの１０倍を超えるレベ
ルである。
　ウクライナのほぼ７５％の領域が、１３７��によ
る汚染が事故前の２倍以上になっている。
　石棺外（放射性廃棄物貯蔵施設ならびに仮
置き施設内での放射性廃棄物を除く）におけ
る、１３７��の 総 放 射 能 は、１３ペ タ��（１３×
１０１５��）である。
　破損した炉から漏出した１３１�と１３７��の相関
の分析と事故の初期段階での拡散の研究で
は、ウクライナの児童人口の半数以上が、放
射性ヨウ素の影響を被ったと考えられてい
る。
　事故後２５年にわたって続いている放射性核
種の自然崩壊によって、ウクライナ領域内で
の放射性核種の分布のパターンは大きく変化
した。この期間を通して、１３７��の汚染レベル
が１０�����２を超える地方の領域はおよそ１�
２に減少した。９０��が４�����２以上の汚染
サイトは１�３以下になり、事実上ウクライ
ナの９０％の領域内では９０��汚染のレベルが事
故前の水準に戻ったと考えられている（表
１）。
　現実には、ウクライナでの��同位体によ
る汚染のレベルとスケールは変化していな
い。１４１��の放射能は、２４１��の崩壊によって
徐々に高くなっており、その０．２�����２をこ
えるレベルの領域は、同じレベルのプルトニ
ウム同位体の面積より３０％拡大している。ウ
クライナ領域での９０��、２４１��、プルトニウム
同位体の汚染地域は、１３７��の汚染地域よりも
かなり狭小である。
　これら大多数の放射性核種は、事故の第１

段階（爆発）と第３段階（高温）の間に、大
気中に漏出し、チェルノブイリ避難区域内に
瞬時に拡散した。
　��������が、放射能汚染による悪影響を受
けた最悪の被災地とされている。１９９１年か
ら１９９３年 に、こ の 地 区 の２�０５２の 避 難 所
（����������）あるいは居住地の９０％が放射能
汚染地域として分類された。

大気境界層での放射能汚染

　大気中のエアロゾルのβ線は主として天然
起源の放射性元素に起因し、大気境界層での
放射能は人工起源の放射能に比べほぼ１桁高
い。
　最近では、トータルのβ線の絶対値は、事
故前に比べ極く僅かに低くなっているが、そ
の地域に繁茂する植物のために、風による舞
い上がりが減少したためである。
　単位容積あたりの放射能の季節的変動は、
数年にわたり１桁の範囲である（図３）。
　エアロゾルによる天然放射線のレベルの変
動は、大きくは地球の地殻活動、そして気候
条件、地表の土壌の状態すなわち風食に対す
る感受性、その他である。
　事故による放射能汚染を受けた地域は、農
業活動から撤退し、耕耘などの農作業が事実
上行われていない。それによって土壌表面の
風食に対する感受性が増加し、トータルのβ
線は、非汚染地域として分類されている地域
での観測値の２～３倍を下回っている。しか
し、地表近くに気塊が滞留すれば、高いレベ
ルの人工放射性核種の濃集が発生する。
　１３７��汚染レベルが３７０～５５５�����２程度の
土壌について、表層の破壊など激しい作業を
行えば、地表３～５�でのエアロゾル中の放
射性核種の単位容積あたりの放射能は、
����－９７に定められた許容限度を超えるで
あろう。
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　１９９８年からは、エアロゾル中の１３７��と９０��

の濃集の年間平均値は、事故前のレベルであ
る０．０８×１０５����３とほぼ同じレンジにある。
同時に、１３７��と９０��による空気汚染のレベル
は、����－９７許容値の４～５桁低い。
　時間の経過とともに、事故に起因する大気
中の放射性核種の濃集は、自然崩壊と土壌へ
の降下のため、徐々に減少してゆくであろ
う。
　大部分の国では、γ線（γバックグラウン
ド）の線量率は、天然の放射性同位元素と宇
宙線に起因したレベルにあり、５～２１μ��時
（０．０５～０．２１μ���時）である。
　事故による汚染地域（避難区域並びに絶対
（強制的）退去区域の外側）にある監視ポイン
トで、γ線の月間平均レベルは、７～３３μ��
時（０．０７～０．３３μ���時）である。
　年間を通して、キエフのγ線は８～１８μ��
年（０．０８～０．１８μ���時）、平均では１２μ��時
（０．１２μ���時）で、これは自然のバックグラ
ウンドの限界以内にある。

地表水と地下水の放射能汚染

　事故後の初期的段階においては、政府の活
動計画として、水への防護活動が重要と考え
られていた。これらの活動を詳細に分析する
ため、さまざまなレビューや科学的検討なさ
れた。
　事故後の最初の一年で、多くの小河川に、
いくつもの吸着・濾過機能を持つ水保護ダム
が建設され、�������川のキエフ貯水湖への
流入口近くの汚染された氾濫原の下流川に堆
積物をせき止める堰堤が建設された。
　しかし、事故後数年後に大部分のこのよう

な小河川の堰堤は、これら施設による被曝低
減効果が低くいとされ、被曝リスクの低減化
と経済性に関して非効果的であると評価され
て破壊された。事故後の初期的段階で、水
圏、特にキエフ取水口を経由した川水中の高
濃度の１３１�によって人体は明白な被曝を受け
た。結局、１３７��と９０��のような放射性核種が、
汚染された集水域と氾濫原から洗い落とさ
れ、相当の距離（最高１０００��）以上運ばれ、
地表水汚染を支配することになった。
　キエフ表層ならびに他の貯水湖等へエアロ
ゾルが降下し、この汚染懸濁粒子が流れから
川底へ沈殿し、ドニエプル貯水湖の湖底堆積
物も汚染することになった。
　ドニプル堰堤からドニプロ貯水湖に流入し
た大部分の１３７��は、上流のキエフ貯水湖の湖
底堆積物に濃集したものであり、川水に溶け
た９０��は水流に乗って黒海に流入した（図
４）。
　事故によって影響を受けた地域の地表水と
地下水の放射線モニタリングが、事故後の全
期間にわたって行われた。
　ドニプル貯水湖の水を使用する様々な潜在
的影響を受ける人口グループのために、被曝
線量予測計算などの長期予測を可能にする数
学モデルが開発された。
　水の汚染による長期の放射線医学的リスク
の分析によって、たとえば破損原子炉近傍の
汚染区域にある湖の魚を摂取する漁師たちが
おり、水を介して被曝が増大すると予測され
る重要なグループが存在するなどの問題が示
されている。放射線医学上のリスク予測の研
究の結果、ウクライナ国民の水の消費に基づ
くリスクは比較的低いとされている。
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１９８６年と２０１１年での地方における各１３７��濃度（������２）を示す面積の変化
年面積

１０００��２
������
（地方） ＞５５５１８５－５５５４０－１８５１０－４０２－１０＜２

１．０１．６８．８１４．１３．４１９８６
２８．９キエフ

０．７０．９４．６１４．４８．３２０１１
３．５２９．７０．１１９８６

３３．３オデッサ
０．６２８．０４．７２０１１
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　チェルノブイリ原子力発電所事故から２５年経過し、その後の発電所周辺の水系の汚染状況が
ウクライナ当局より報告されたので、その概要を紹介する。発電所周辺の水系とは、直近のプリ
プチャ川、キエフ貯水池、チェルノブイリ原発冷却水池さらにその周辺の地下水であり、福島第
一原子力発電所周辺地域の今後の姿を予測する上で大いに参考になると思われる。

�������	
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事業計画部　泉田　龍男

１．表層水の放射能汚染

　チェルノブイリ原発事故の影響を受けた水
域の放射能汚染状況は、安定状態が継続して
おり、水域全体では季節的変動が見られるも
のの放射能量は減少に向かっている。しか
し、プリピャチ川とチェルノブイリ避難区域
内の水路等は、未だに高いレベルの放射能が
観測されている（５０－３００�����３：��－９０、２０
－８０�����３：��－１３７）が、ウクライナが設定
している飲料の許容基準２０００�����３より１－
１．５�桁小さい。図１にプリピャチ川（チェル
ノブイリ避難区域内）の��－１３７と��－９０の変
動データを示す。
　１９８６年のチェルノブイリ事故から２０００－
２００４年までの期間にほとんどのウクライナ河
川（ドニプロ川下流の貯水池、�����川、
���������	
��川、������川）の��－１３７の数量
は、事故以前の数量である０．５－１．５����３に
減少した。この理由を土壌粒子による放射性
核種の飛散による希薄化等により、土壌最上
面層の放射性核種が毎年減少し、河川に流入
する放射性核種の数量も減少するとしてい
る。また、これは汚染の顕著なチェルノブイ
リ冷却水池からプリプチャ川とキエフ貯水池
への放射性核種の浸透流が顕著ではないこと
も示している。また、汚染地域の地下水流入
による影響もほとんどない。
　相対的に高い汚染が残っているのは、チェ
ルノブイリ原発周辺の湖である。特に、

�������湖と冷却池の��－９０が過去１０年以上
に渡って、減少が見られない。このような
チェルノブイリ原発に隣接した地域の湖等の
水域では、水域低層部の土砂に核燃料が未だ
に残存していることを表している。このた
め、現在では、植林のように浸水を防ぐ方策
や排水規制等による、環境回復を考えてい
る。

２．チェルノブイリ冷却池復旧計画

　２０００年にチェルノブイリ原発の最後の２基
が停止した後、冷却用池を縮小する必要が生
じた。チェルノブイリ原発と冷却用池に繋が
る２つの運河が閉止され、防火用の運河が冷
却用水の要求にこたえるため使用が継続され
たが、これらの安全維持のために毎年２００万
フリヴニャ（日本円２，０００万円）と見積もら
れた。費用は、ポンプや排水システムの修繕
費、電力費用等であり、今後更に増加するこ
とが予想され、冷却池の廃止措置の準備を開
始することを決定した。準備活動として、
フィージビリテイ－評価（ＦＳ）、環境影響評
価（ＥＩＡ）、冷却池とその周辺地域の観測網
の近代化を実施中である。現在までの評価で
は、プリプト川から冷却用池への水の移送を
停止すれば、池の水位は表面からの蒸発と川
への自然浸透により６－７ｍ低下する。その
プロセスを５－６年継続し、結果として、現在
の冷却池の地域には３種類の領域、完全に乾
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燥した領域（池の底部の海抜が１０３－１１０．５ｍの
地域）、湿地と乾燥の遷移領域、及び湖が出現
する。放射性核種の大部分（７５－８５％）が新し
く出来た湖と湿地帯の底部土壌に残存し、２０
－２５％が風化もしくは乾燥表面での外部暴露
環境に置かれる。湖からは比較的レベルの高
い汚染水が浸透水となってプリプト川へ流入
するが、莫大なプリプト及びドニエプル水域
に吸収され、キエフ水域全域の放射性核種の
レベルには影響を与えないと評価されてい
る。

３．キエフ貯水池低層土壌の核種状況

　事故後の全期間を通じてキエフ貯水池に
は、プリプト川とドニプロ川によって��－１３７
と��－９０が運ばれてきた。これらの核種がキ
エフ貯水池内でどのような分布と経時変化し
てきたか測定が実施されてきた。図２にキエ
フ貯水池底部沈殿堆積層の��－１３７の汚染分
布を示す。１９９４年に比較して２００９年では沈殿
堆積層が２５センチメートル増加し、同時に放
射能濃度が半減している。また、この水域で
は、０－５ｍ程度の浅い水域では放射能の減
少が見られるが、水深の深い領域では増加が
みられる。したがって、トータルでは放射能

消滅による減衰効果はあるが、土壌に吸着し
た��－１３７はシルト層に強く吸蔵される。

４．地下水中の放射性核種

　チェルノブイリ事故後に、避難地域、臨時
の居住地域、避難地域内の作業地域等で地下
水のモニターが実施されてきた。これまでの
モニター結果では、廃棄物の一時貯蔵区域と
廃棄物処分地域を除いて地下水中の放射性核
種濃度は相対的に低いものであり、ウクライ
ナの飲用基準以下であった。地下水の移動速
度は毎年２０ｍ程度であるため、プリプト川と
ドニプロ川への地下水による核種の移行はほ
とんど無視できる。また、チェルノブイリ原
発周辺に位置する廃棄物一時貯蔵区域と廃棄
物処分区域からは汚染地下水が流出している
が、上記の理由で１��移動するのに５０年要す
ることから長期のモニターが必要となる。

５．まとめ

　チェルノブイリ事故後２５年の水域の汚染状
況は、①周辺河川水への影響は少ない、②河
川や湖沼の低部沈殿層に��－１３７が吸蔵・固定
化される、③地下水は汚染の極めて大きかっ
た地域を除いて放射能汚染はほとんどない。
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　チェルノブイリの事故は瞬間的な放出により開始点が明確である結果、汚染の排他的人為的
起源および高感度な放射線測定、ウクライナ��������の多種多様な地形や地球化学的条件によ
り、得られたデータの信頼性と広範囲の人工汚染物を一般化できる可能性を決定づけた。
　人間の被曝など悪影響の大きい１３７��と９０��では物理的壊変による減少速度は、当初地表環境で
の物質移動に伴う減少速度に比べ遅い。また１３７��と９０��はその浄化過程に差異があり、９０��は水
への移行に伴い継続的に減少するが、１３７��は水環境・土壌による固定化に影響され、系外への移
行は９０��に比べ遅い。　
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設備準備部　秋山　武康

１．放射能汚染された生態系の自然回復の概念

　放射能エリアの空間的広さだけでなく、土
壌浄化のための技術が乏しいことが、チェル
ノブイリの大災害によって影響を受けた環境
の自然浄化研究に必要なことは何かを提示す
る。放射能汚染の土地に居住する農村では、
地元で生産された食品（ポテト、ミルク）を
食べたことにより、放射性核種の経口摂取に
よる被曝が優勢である。その結果、年間線量
が大幅に削減される１９８８年になるまで、経口
摂取による被曝割合が８０％まで増加した。こ
れは、放射線被曝の過程で、“土壌と植物”
の栄養連鎖の重要な役割を予見し、生態系の
自然回復への考え方に概念的な見直しが早急
に必要なことを意味する。
　生態系の自然回復は栄養連鎖から汚染物質
の排出を促進する自然のプロセスが含まれ
る。地球化学で発達した概念とは対照的に、
複合体を吸収した土壌によって長期固定され
る汚染媒体のプロセスは、生態系の自然回復
で重要な役割を果たす。これらのプロセス
は、必ずしも汚染物質の壊変や地表からの系
外除去を伴っていない。したがって、汚染地
域の生態系での放射性核種の生物間移行のプ
ロセスを研究することは特別な関心事となる。
　１３７��と９０��は、医療や生物学的な意味で最

も危険な放射性核種である。ウクライナの農
村での放射線被曝のデータは、放射線被曝の
減少速度が放射性核種の物理的壊変速度より
も速いことを示している。
　地上に落下した放射性核種は、非生物的変
換プロセスにより、植物が最も利用し易い水
溶性およびイオン交換性を持った流動し易い
形質を得る。（図１参照）
　化学種変換に基づく環境の自然回復の概念
は、次のように定式化される。
①当初の地表での熱力学に非平衡な状態
は、媒介物の非生物的変換への原動力と
なる。
②人為的元素の化学種変換は中間生成物の
発生を伴い、その流動形態が生物的およ
び非生物的水移行の強さを規定する。
③非生物的変換の速度モデルは、人工的降
下物の経過時間の関数として、流動形態
の内容を決定する。

２．栄養連鎖の自然浄化

　放射性核種の非生物的変換と生物による移
行の動力学的な同時性は、土壌中での放射性
核種変換のパラメータを地球化学的時計と見
なす可能性がある。
　地球化学的障壁によって非流動化して生物
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学的サイクルから放射性核種を除去しても、
外部被曝線量は減少しない。
　根の栄養分から放射性核種を除去する速度
パラメータは、除染への地球化学的プロセス
の影響の効率性とみなすことができる（表
１）。
　陸上生態系で植物生産の年間自然浄化に貢
献する地球化学的プロセスの速度定数を比較
すると、事故後の期間に１３７��固定化のプロセ
スが果たした中心的な役割は、物理的壊変に
よるものより一桁大きい。
　９０��の場合と同様、鉱物土壌の固定化のプ
ロセスは、栄養連鎖の汚染除去に重要な役割
を果たしていない。事故後の最初の年に、陸
域生態系のバイオマス生成物における９０��の
活性の増加は、分散した燃料降下物が支配的
であった地域で起こった。その後、陸域生態
系生成物中の除染は、��������土壌中の放射
性ストロンチウムの高い移行能力によって決
定された。
　データは、生態系の放射性核種の除去と、
非生物的変換、非生物的および生物的移行プ
ロセスによる栄養連鎖の半減期を推定可能に
する。１３７��は物理的な減衰に依存し、９０��の
除染速度は、物理壊変の２倍になる。牧草地
の生態系の自然浄化は、非生物的変換で特に
複雑にイオン交換を吸収する土壌に固定され
る１３７��と、生物学的吸収下の９０��のため、物
理壊変より３～１０倍速い。

３．森林生態系の自然浄化

　森林生態系での放射性核種の生物・地球化
学的流れは、はるかに複雑なパターンで特徴
付けられる。これは、生態系の多層構造、異
なる周期、植物のライフサイクルの生物学的
特異性、等に起因する。土壌汚染と同程度
に、松の生態系での１３７��の生物・地球化学的
流れの強度は、地形と地球化学的条件によっ

て決定されるバイオマス収量を増加させる。
これに対して、森林生態系での自然の浄化能
力は増加し、多くの��������（最小の生態学
的に明確な地形）のために、放射性壊変速度
によって支配される。松の生物学的自然回復
期間は１５～２５０年である。

４．表層水システムの自然浄化

　廃棄物サイトからや、避難対象物の損傷に
より立入禁止エリアを越えて分散する場合と
並んで、ドニエプル川水系を介した放射性核
種の移動は、最上位の放射能リスクである。
しかし、ドニエプル水系の貯水池への年間放
射性核種の移動は着実に減少している。
　プリピャチ川の１３７��と９０��の水中濃度を図
２に示す。
　事故段階での自然浄化は、放射性核種の放
射性降下物の形態に依存する。それ故この段
階での速度は、その後の数年間に比べてほと
んど１オーダー高い。
　１９８９年（事故３年後）以来、チェルノブイ
リ立入禁止区域の排水システムを介した放射
性核種の移動プロセスは、集水域内の土壌中
の放射性核種の流動性に依存している。現
在、水系での自然浄化速度は、同位体の壊変
速度のほぼ５倍と高い。
　１３７��の移動は、主に河川の水環境状況に
よって決定される。そして９０��の移動は、土
壌の水分領域によって大幅に影響され、また
毎年の乾燥度にはあまり影響されない。
　水質汚染の減少と同時に、放射性核種壊変
の変化が、溶解種への増加と懸濁物への減少
に、明らかである。
　過去１０年間でのキエフ貯水池への１３７��の
年間移行量は６×１０１１ベクレル、９０��のそれ
は７×１０１２ベクレルである。表層水システム
における放射性核種壊変の動力学的研究か
ら、黒海への総移行量は１３７��が２×１０１３ベク
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レル、９０��が２×１０１４ベクレルと評価される。
その理由は、１３７��はしっかりと川底の堆積物
に捕捉されているためであり、９０��はほぼ完

全にドニエプル川系で川床の泥土から洗浄さ
れるためである。
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　チェルノブイリの事故では、４号機発電ユ
ニットの炉心、装置機器、建屋の多くの部分
が破壊され、放射性核種から環境を保護する
システムも破壊された。このため、放射性物
質及び電離放射線の放出を制限するシェルタ
を構築する課題が事故直後から急浮上した。
　幾つかの対策案の中から、修復作業による
被ばくを抑えつつ、迅速な処置が求められる
こと等から、破損を免れた施設の一部をその
まま利用しながら破損した壁と屋根を覆う対
策（以下、シェルタと言う）が採択され実施
された。（写真１）
　この対策は十分なものでなく、これまでに
シェルタの健全性を維持するために数度に
渡って改修が行われている。参考のために、
どの点が問題となり、どのような改修が行わ
れたのかを以下に紹介する。
　シェルタは、爆発から逃れた建屋の残存部
を利用する方法がとられたので、改修は主と
して老朽化の激しい残存部及び残存部との接
合部とになる。写真２にシェルタ南側上部の
覆い部とその支持構造部分を示す。１９９４年に
�１��２ビームの下に弦状の鋼材による補強
が施されたが、その後の分析評価によって信
頼性が不十分であると分かったので、更に�
１��２ビームに図１に示す補強板の取付け
が実施された。次いで、２００２－２００３年に、
���コンソーシアム＊１によって施設全体を
守るのに最も重要な構造物の安定化のための

見直しが行われた。その中では、
　－建物の西側ゾーン
　－脱気スタックフレームワーク上部と破損

した天井板；
　－西側壁と東側壁を結ぶマンモスビーム
　－南側パネルや南側のホッケースティック

パネルの接続ジョイント。
　－北側バットレス壁と北側のホッケース

ティックパネルとの接続ジョイント。
　－換気用支柱
　－軽量屋根
の各部の補強が重要であるとされ、写真３で
示すような構造物を西側壁のサイトに新たに
設置することが提案され、実施された。
　この提案の大きな特徴は、重コンクリート
基礎の上に２つのバットレス構造と３つのト
ラス構造によって、西側壁の全面を補強する
とともに、カンチレバー構造によって屋根の
荷重を支持している�１��２ビームの負荷を
軽減する構造としていることである。この構
造は、原子力建築及び放射線作業安全性から
の要求を満足するものとなっている。
　更に、脱気スタックフレームは、損傷のな
かったタービン建屋と結合することによって
強化され、マンモスビームの西側サポート部
は部材を溶接して厚みを増すことによって、
東側サポート部はコンクリートを充填するこ
とによってそれぞれ安定化が図られた。ま
た、ホッケースティック形状をしたパネルの

　福島第一原子力発電所の事故では、水素爆発によって構造物に大きな損傷を受け、大量の放射
性物質が漏えいする事態となっている。この修復を一刻も早く実施し、漏えいを止めることが
緊急の課題である。このような事故は、過去チェルノブイリ事故において経験していることか
ら、そこからの反映事項はないか改めて振り返ってみる。
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ジョイント部は平板と結合することによっ
て、南側屋根の補強については屋根の外側に
トラス支柱を設置して荷重を支えることでそ
れぞれ安定化が図られた。しかし、換気用支
柱の強化については厳しい放射線環境下にあ
ることから見送られた。
　また、シェルタの北側については、ホッ
ケースティック形状のパネルとバットレス壁
をアンカーで固定することにより強化され
た。軽量屋根については、面積の４０％を新た
に交換することで処置された。
　これらの施行に当たっては、被ばくを抑え
るために以下の処置が取られている。
－事前にモックアップをつくり、作業に習
熟しておく。
－作業場所までの経路の管理（戻るまでの
全経路を指定）
－作業エリアを区分し、区分に応じた放射
線管理

－放射線モニタリング
－放射線保護具と機器の取扱いに慣れた人
の確保
－遮蔽
－塵の抑制
－除染
　これらの処置によって、改修作業の集団実
効線量は設計値よりも低い約１４人・��に抑え
られた。
　工事は２００４年～２００８年で終了し、２００８年１０
月から運用されている。
　この改修によって、１５年間は十分としてい
るが、これに変わる新しい安定化のための対
策を検討しておく必要があるとして、すでに
着手されている。
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�������	
��
�
①建屋中央部
②タービン建屋
③カスケード壁
④西側バットレス壁　⑤南側遮蔽
⑥南側遮蔽≪スティック≫
⑦北側遮蔽≪スティック≫
⑧北側小バットレス壁

�������	
��
�������
①B１ビーム（B２ビームは隠れている）
②配管による覆い
③軸（５０）の上部（コルセットによる強化）
④巨大シャフト　⑤マンモスビーム
⑥マンモスビームの西側支持部
⑦マンモスビームの東側支持部
⑧オクトパスビーム
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Ⅰ．新格納施設の建設手順

　新格納施設（���）は３段階で建設する。
第一段階では以下の作業が実施された。
（１）石棺外壁の淵（Pioneer Wall Berm）の撤

去：

　���の境界となる石棺の外壁の淵部は
���の基礎をとなる部分であり、石棺に隣接
し被ばくの可能性のあるところで、実際に撤
去されたコンクリートには汚染があった。こ
の壁の淵は２００８年４月に上手く撤去された。
掘削の間に発生したコンクリートには、高い
レベルの放射性廃棄物が含まれており、廃棄
物区分され指定された一次的な保管又は処分
サイトへ運搬された。
（２）NSCの基礎、組立エリアの整地、レベル合

わせ及び掘削：

　���の建設に先立ち、建設場所、移動ゾー
ンと作業ゾーン（４号炉の場所）の基礎及び
アーチ構造体予備組み立てエリアの整地作
業、基礎の掘削など多くの業務が実施され

た。（図１）
（３）NSC建設に要する基盤整備：

　効率的に���鋼鉄製のアーチ型ドームを
建設するため、作業者用の建物と施設の建
設、自動車道路、鉄道、機器半出入用、アー
チ構造体の予備組み立て場所の整備、水路施
設、機器貯蔵エリア等のインフラ整備が早期
に開始された。
（４）新排気塔の建設：

　４号炉のダクトが���の東側の壁の邪魔
になるので、撤去前に新ダクトを建設する必
要があり現在設計中である。
　第二段階は、���のアーチ型ドームの設
計・建設、試験、試運転の全時期であり、２
期に分けられる。
　コミッショニング１（��－１）と呼ばれる
アーチ型ドームの最初の半分の建設であり、
その建物には作業者の安全防護に係わる設備
がある防護施設とインフラ機能の設備が具備
される。コミッショニング２（��－２）では、

　事故後、ウクライナ政府は“チェルノブイリ原発の運転と廃止措置（１号炉～３号炉）及び損
壊した４号炉の環境安全確保システム（���：�����������	
���

�	��
�）への改造に関する基
本原則”という法律の中で、４号炉を新格納施設（���：���������	
�����
���（通称、アー
チ型ドーム）で安全に覆うことを義務付けた。���は４号炉内部の燃料含有の物質（���：�����
����������	
������
�）を撤去し、放射性廃棄物（���：���������	
���
�
）管理及び���への
改造を可能にさせ、作業者、公衆及び環境を防護できる一連の設備を備えた密閉型の防護施設で
ある。これにより通常作業時、異常時、緊急及び事故時に放射性物質の施設外への放散を防止で
き、また、石棺の解体や補強中に４号炉が潰れ、放射能が大気に飛散することを防止できる。
２００７年９月に、新安全格納施設の建設が発表された。資金は�������	
��	�

��
����	��������	

��������	
����
（����）が提供し、フランスの企業共同体�������社が設計・建設、試運転す
る（���の第一ステージ（��－１））。総工費は１０億ユーロと試算されている。鋼鉄製のアーチ型
ドームの枠は２０１３年に完成予定である。また、廃棄物専用エリア内に使用済燃料の保管施設
（���－２）を建設する契約がアメリカの������社との間で締結された。

�������	
��
�������������

情報管理部　　榎戸　裕二
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不安定な構造の石棺を解体するためのインフ
ラ基盤が整った第２の半分のドームが建設さ
れる。こちらの設計は遅れている。図２に
��－１期間に建設される半ドーム（東側アー
チ）の��画像を示す。幅が２７０�で高さ１１０�
のアーチ形状である。図３は西側の半分の
アーチと合体されたアーチ型ドームの鉄骨構
造（東西の壁が省略されている）及び作業エ
リアへの移動を模式図的に示す。東側アーチ
の建設に伴い、クレーンガーダ、昇降機、換
気設備、電力設備等が設置される。その後、
西側アーチと合体する。合体後、主クレーン
システム、解体・処理設備が設置される。作
業場所（４号炉の設置場所）への移動前に待
機場所で試運転を行う。合体された���の
長さは１６４�、総重量は２万トンである。図４
①が４号炉位置に移動する前の待機状態の
���、②は４号炉石棺上に被せた状態を表
す。
　作業場所へ���を移動後、工作工場及び４
号炉石棺の第二段階の主建物への接続及び処
理設備の電源接続を行う。運転・制御建物及
び工作工場は���格納施設の西壁に隣接す
るが���の移動前に完成させる。���全体
設計は２０１１年半ばに終了するが、建設が完成
は２０１４年以降になる。また、現在４号炉側で
は���建設計画に必要な準備作業は行われ
ていない。

Ⅱ．石棺の解体計画と現状

　４号炉石棺の���化計画は、石棺が構造上
不安定になっており、崩れ落ちた場合、燃料
溶岩や高レベルの放射性廃棄物が放散し、自
国と近隣諸国含む世界に被害が及ぶ恐れがあ
るため、石棺をカバーするとともに、石棺を
解体することを目的に国際協力により実施し
ている。
　４号炉の最大の課題は、���（燃料を含む

物質）を回収・撤去すること、高レベルの物
質を取り除くことである。���（新格納施
設）は、確かに建物が崩壊したり、大がかり
な解体工事でまき散らされる放射性の岩石や
粉じんの環境放出を大半防止できる機能を備
えることは可能で、４号炉の解体には必須の
ものである。しかし、石棺にはまだ測定さえ
行われていない���や詳細が不明な���が
残っているため規制解除はできない。また、
高レベルの粉じんの発生を伴う溶岩状の
���表面が崩れを起こす恐れが時間ととも
に増大する。粉じんが発生すれば、石棺内部
の放射能環境は著しく悪化する。従って、粉
じんの飛散が実際に差し迫ってくる前に
���を撤去しなければならない。以前の石
棺計画では密閉建物を考慮していないためそ
の計画は実施できなかった。２０００年１２月に
���の撤去及び���（放射性廃棄物）管理
戦略に関して決められたことは、以下の点で
あった。
★���は���の寿命中に撤去すること、
★撤去期間は４０年～５０年の間、
★最優先課題は���と他の長寿命���を撤
去し、安定な地層基盤にある最終処分施設
で直接処分する。
★石棺解体が始められる時���の撤去を開
始し、処分場が解決された時、本格的撤去
行う。
　然しなら、２００５年に受理され、国の原子力
規制委員会で合意された「石棺の���と廃棄
物管理戦略行動計画」では以下のように言及
されている：
　現在、石棺内の���を適切に撤去できる
実施可能な工学的方法が見当たらず、他の方
法も期間的かつコスト的に利点が無いこと、
既存の���の長期挙動に関する情報は十分
ではなく撤去作業の前後での���のモニタ
リングにより、データ補充する必要がある。
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現状では、���の素性が不明でありそのモ
ニタリング設備の設置と情報収集が最も必要
である。
　���（格納施設）を用いて行う���の撤去
では複雑に危険性が絡んでおり、���が蓄
積している所での作業は不可能に近い。しか
も、その処理設備の開発には相当な時間がか
かりそうである。しかし、���の撤去に要
する開発は、���の処理設備が設置されるま
でには終えねばならない。特に、石棺の外壁
での放射線量は現時点では遮へいを考慮する
程ではないが、石棺内部の作業において、
���を解体撤去する場合には、���格納庫
内の放射線の条件が大きく変化するため格納
施設自体、解体用設備システム及び作業者の
放射線管理的に危険性のある部分では追加的
な放射線防護の手立てを講じなければならな
いものと思われる。さらに言及すべきこと
は、���も完全な密閉機能を持っているわけ
でない。従って、現在の設計を変え、���が
���を完全に撤去できるだけの密閉機能を
有する作業が可能な施設として建設しなけれ
ばならない。同時に、���計画の遂行には、
国家プロジェクトとして���と他の長寿命
���の処分施設が設置される。現在、地層
処分可能な施設は２０１７年に完成予定である。
合意されている工程は、石棺からの���の
本格的撤去は２０３０年である。���の寿命期

限内での撤去を完了させることが重要であ
る。（参考文献１を主に参照）

Ⅲ．福島第一原子力発電所１～４号機の廃止

措置への反映

　国際原子力事象評価尺度（����）の評価
レベル７とした福島原発事故はその破壊の大
きさと放射能レベルからいって、従来の廃止
措置戦略と技術の知見だけでは浄化活動は困
難であり、技術開発を含め、放射性廃棄物の
埋設処分までを見通した総合的な政策と技術
を組合わせて、場合によっては超法規的に進
める必要がある。

　�������	
原発では事故後２５年が経過し、
暫定的に製作した石棺の老朽化もふくめ、使
用済燃料の隔離や石棺の解体から発生する核
燃料を含む物質の完全な状態把握に困難があ
るようで、まだ廃止措置の計画段階といえ
る。本論文では、���（新格納施設）につい
て多くの困難にも拘らず、唯一最大の条件と
して建設し、必死に国民と国際的な責任を果
たしていく政府や関係者の努力を見ることが
できた。この格納施設を使い、より安定化さ
れた石棺の実現とその後の解体作業が首尾よ
く完了することを期待すると共に、福島の廃
止措置活動と情報交換を行って相互に協力し
合っていくことが大変重要と思う。
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RANDECの事業・活動に関する近況報告

企　画　部

　平成２３年３月１６日の評議員会、及び３月１７日に開催した理事会において、「平成２３年度事業計
画」が承認されましたので、その概要を紹介致します。

�������	
��
����

　財団法人　原子力研究バックエンド推進セ
ンターは、関係機関との連携の下、研究施設
等廃棄物の処理処分に関する事業並びに研究
開発用の原子力施設のデコミッショニングに
関する事業の受託等を積極的に進め、以下の
方針により効率的かつ円滑に進めて行く。
　研究施設等廃棄物の処理処分に関する事業
について、大学・民間等廃棄物の集荷・保
管・処理（以下、「物流システム」という。）
に関する事業実施に向けて大学・民間等廃棄
物発生事業者（以下、「廃棄物発生事業者」
という。）及び独立行政法人　日本原子力研究
開発機構（以下、「原子力機構」という。）と
緊密に連携し、事業準備を開始する。
　また、放射性廃棄物の処理処分に関する調
査等を進めるに当たり、原子力機構、廃棄物
発生事業者及び社団法人日本アイソトープ協
会等と連携を図るとともに、原子力機構が進

める埋設施設の設置に関する業務の支援を継
続して行う。
　デコミッショニングの事業については、こ
れまでの研究成果を生かし、研究開発用原子
力施設への適用、廃止措置計画への支援など
積極的に展開し、国内におけるデコミッショ
ニング技術に係る情報発信等の先導的な役割
を果たせるように進める。

　これらの事業に関する技術・情報の提供、
人材の養成及び普及啓発を積極的に展開する
とともに、事業運営の一層の適正化・効率化
を進める。なお、これらの事業を推進する上
では、平成２０年１２月に施行された公益法人改
革の趣旨・移行期間を踏まえ、平成２５年度新
公益財団法人発足を目標に、公益目的に則し
た新法人の確立を継続して行い、平成２４年度
半ばに移行申請ができるよう準備を進めていく。

����

Ⅰ．研究施設等廃棄物の処理処分事業に関す

る調査等

　立地に関する各種調査、処分事業化に関す
る調査、法的制度等の整備への協力等を継続
して行う。

Ⅱ．研究施設等廃棄物の物流システム事業準

備

　原子力機構及び廃棄物発生事業者と緊密な
連携を図り、昨年度までの３カ年の物流シス
テム事業化調査検討を踏まえ、平成２３、２４年
度の２カ年で事業実施に向けた各種の事業準

�������	
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備を行う。
　平成２５年度物流システム事業体として事業
開始することを目標に、事業計画（資金計画、
要員計画等）、廃棄物データ整備、設備準備調
査、運営管理体制の整備等の検討を進める。
また、廃棄物発生事業者等へ情報提供を適宜
行う。

Ⅲ．デコミッショニングに関する調査

　エンジニアリング技術に関する調査、デコ
ミッショニング等に係る規制の調査を継続し
て行う。

Ⅳ．技術・情報の提供

　諸外国との廃止措置に関する情報交換を行
うと共に、国内の廃止措置事業等への情報提
供等を通じて事業の円滑な推進に協力、支援
を行う。物流システム事業に関する情報提供
を積極的に進めるとともに、諸外国における

技術動向の調査を継続して行う。

Ⅴ．人材の養成

　デコミッショニング及び放射性廃棄物の処
理処分に係る人材の養成を行う。

Ⅵ．普及啓発

　「������ニュース」や「デコミッショニ
ング技報」の発行、ホームページの充実、パ
ンフレット等の作成・配布及び事業活動に関
する報告会・勉強会等を適宜開催して普及啓
発に努める。

Ⅶ．公益法人改革

　平成２５年度公益財団法人の発足の目標に向
けて物流システム事業準備と密接に連携しな
がら、平成２４年度半ばまでに公益認定申請す
べく移行準備を進めていく。
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物流システム事業準備室

�������	
���
�����������

　������では、平成２０年から大学・民間等
の廃棄物を対象に、廃棄物を集荷、開梱・分
別して埋設用廃棄体の製作を行う事業（物流
システム事業）の調査検討を進めてきました
が、本年６月１日に事業を本格開始するため
の「物流システム事業準備室」を発足いたし
ました。これまでの事業化検討調査では、事
業の実施体制、収支計画、設備計画、技術計
画等を検討してきましたが、これらの検討調
査の結果、公益事業として実現可能であるこ
と、ほとんどの廃棄物発生者より������
での事業実施を要望されていることから、事
業立ち上げの準備を開始することとなりまし
た。
　平成２３－２４年度の２年間で以下の項目を整
え、平成２５年度からの事業開始を目指しま
す。
①事業資金計画とその具体化
②要員計画
③廃棄物保管・処理設備の概念設計
④廃棄物情報整理と技術課題の検討
⑤事業管理規定・制度等の整備
⑥事業立地活動
⑦物流システム事業を骨格とした新公益法
人への移行

　平成２５年度からは、新公益法人の下で事業

資金の調達、人員の採用、事業許可申請の準
備、事業施設の設計を開始しますが、６年後
程度に廃棄物受け入れなどの操業開始を目指
します。
　大学・民間等廃棄物の発生・保管事業者は
全国で約８０事業者あり、現有の保管廃棄物が
約３万本（トレンチ、ピット処分相当）、今
後３０年程度で更に４万本発生する見込みと
なっています。この中には、既に研究や事業
が終了し廃棄物の管理保管のみを実施してい
る多くの事業者があります。事業経営の観点
からは負の遺産そのものであり、管理費負担
も大きなものとなっています。������の
物流システム事業の操業開始により、多くの
廃棄物発生・保管事業者の負担軽減に寄与し
たいと考えております。
　廃棄物発生者の方々とは、①廃棄物発生者
連絡会（主要な事業者１８社）、②������物
流システム事業説明会（全事業者）により、
事業の進捗状況報告と発生者の方々からのご
意見を伺っております。今回の事業準備室発
足のご報告と今後の計画について、８月末頃
に全事業者を対象にした事業説明会を開催す
る予定となっております。事業者の方々から
の多くのご意見、ご希望を期待しておりま
す。
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技術開発部

�������	
��
���������������

　この程、経済産業省令第２７号（平成２３年６
月１日付）が公布され、核原料物質、核燃料
物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の
２第４項に規定する製錬事業者等における工
場等において用いた資材その他の物に含まれ
る放射性物質の放射能濃度についての確認に
関する規則の一部が改正された。
　これは、同規則の適用をウラン燃料加工施
設（但し、ウラン・プルトニウム混合酸化物
燃料材を取り扱うものを除く。）、転換施設、
濃縮施設等のウラン取扱施設までに広げるた
めに改訂したものである。
　改正のポイントは、�２３２、�２３４、�２３５、
�２３６、�２３８の５核種が放射能濃度確認の評
価対象核種とされたこと、単核種での放射能
濃度の基準がそれぞれ０．１、１、１、１０、１
����と決定されたことである。また、新た
に放射能濃度の確認に支障を及ぼす経年変化

を防止するように措置を講じることが規定さ
れている。ウラン核種のように汚染の形態が
表面汚染である場合には錆等を防止すること
が必要になる。
　また、この省令改正に伴い、事業者からの
クリアランス確認申請に対して認可の基準と
なる「放射能濃度の測定及び評価の方法の認
可について（内規）」も平成２３年７月１日に
改正された。
　既に、技術的な方法については原子力学会
標準「ウラン取扱施設におけるクリアランス
の判断方法：２０１１」が、平成２３年３月１０日の
原子力学会標準委員会において承認されてい
るので、今回の省令改正によって、ウラン取
扱施設のクリアランス適用に関して技術的な
方法と法律の両面が整ったことになり、実施
に向けて大きく踏み出したと言える。
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情報管理部　榎戸　裕二

廃止措置の概況：
　２０１１年３月末現在、����の����によればスイスの発電用重水実験炉が新たに運転停止発電
炉として登録された。ドイツでは、２０１０年１０月にドイツで最初の軽水炉発電所である���の規
制解除とドイツ３番目のサイト解放が行われた。本年３月１１日、福島第一原子力発電所１～４
号機が東日本大震災による原子炉冷却機能の喪失に伴う水素爆発でプラントが損壊した結果、
東京電力は５月２０日に、この４機の廃止措置を決めた。廃止措置工程等は未定である。福島事
故の影響から、運転中の原子力発電所で運転の一時停止が図られた国もある（ドイツ）。また、
新規の計画の中止も検討されているところもあるが、直ちに恒久運転停止に向かう動きは見ら
れない。進行している廃止措置プロジェクトで大きなトラブルや工程の遅延は報道されている
限りはない。
　表１　日本において運転年数が３５年を超えた原子力発電所（２０１１年５月現在）

　表２　世界の原子力発電所廃止措置情報一覧（２０１１年５月現在）

世界の原子力発電所の廃止措置最新情報

�������	
��
����
���������������
� !"#

廃止措置予定炉型電気出力
（万��）

運転開始
年月発電所名電力会社名

廃止措置決定（５月２０日）ＢＷＲ４６．０１９７１年３月福島第一１号機
東京電力 廃止措置決定（５月２０日）ＢＷＲ７８．４１９７４年７月福島第一２号機

廃止措置決定（５月２０日）ＢＷＲ７８．４１９７６年３月福島第一３号機
運転５０年を超えず廃止措置（リプレース）ＰＷＲ３４．０１９７０年１１月美浜１号機

関西電力
未定ＰＷＲ５０．０１９７２年７月美浜２号機
未定ＰＷＲ７２．６１９７４年１１月高浜１号機
未定ＰＷＲ８２．６１９７５年１１月高浜２号機
未定ＢＷＲ４６．０１９７４年３月島根１号機中国電力
未定ＰＷＲ５５．９１９７５年１０月玄海１号機九州電力
運転４６年で廃止措置（リプレース）ＢＷＲ３５．７１９７０年３月敦賀１号機日本原電
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
４８
年

計
画
検
討
中

未
定

�
�
�

４０
８
�
�

１９
７７
�１
０
�０
６
～
１９
８９
�０
２
�２
５

ア
ル
メ
ニ
ア

－１
ア
ル
メ
ニ
ア

１
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１２
�
�

１９
６２
�１
０
�１
０
～
１９
８７
�０
６
�３
０

�
�
－３
　

ベ
ル
ギ
ー

２

未
定

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�１
０
�２
８
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－１

ブ
ル
ガ
リ
ア

３
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
０
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－２
４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－３
５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８２
�０
６
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－４
６

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２１
８
�
�

１９
６８
�０
９
�２
６
～
１９
８４
�０
５
�０
４

ダ
グ
ラ
ス
ポ
イ
ン
ト

カ
ナ
ダ

７
安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

２６
６
�
�

１９
７２
�０
５
�０
１
～
１９
７７
�０
６
�０
１

ジ
ェ
ン
テ
ィ
リ

－１
８

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２０
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
８７
�０
８
�０
１

ロ
ル
フ
ト
ン
�
�
�
－２

９
２０
２７
年
以
前

解
体
計
画
作
成
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７２
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
５
�２
７

ビ
ュ
ジ
ェ
イ

－１

フ
ラ
ン
ス

１０
２０
１９
年

圧
力
容
器
解
体
準
備

安
全
貯
蔵

�
�
�

３２
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
５
～
１９
９１
�１
０
�３
０

シ
ョ
ー
－�

１１
２０
２７
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８０
�
�

１９
６４
�０
２
�０
１
～
１９
７３
�０
４
�１
６

シ
ノ
ン
－�
１

１２
２０
２６
年

部
分
解
放
済
（
ス
テ
ー
ジ
Ⅱ
）

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�０
２
�２
４
～
１９
８５
�０
６
�１
４

シ
ノ
ン
－�
２

１３
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

�
�
�

４８
０
�
�

１９
６６
�０
８
�０
４
～
１９
９０
�０
６
�１
５

シ
ノ
ン
－�
３

１４

未
定

安
全
貯
蔵
中
（
Ｃ
の
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

４３
�
�

１９
５９
�０
４
�２
２
～
１９
８０
�０
２
�０
２

マ
ル
ク
ー
ル

－�
２

１５
�
�
�

４３
�
�

１９
６０
�０
４
�０
４
～
１９
８４
�０
６
�２
０

マ
ル
ク
ー
ル

－�
３

１６
２０
１６
年

原
子
炉
解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

７５
�
�

１９
６８
�０
６
�０
１
～
１９
８５
�０
７
�３
１

モ
ン
ダ
レ
ー
�
�
４

１７
２０
３２
年

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
６９
�０
６
�０
１
～
１９
９０
�０
４
�１
８

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－�
１

１８
２０
２８
年

�
�
�

５３
０
�
�

１９
７１
�１
１
�０
１
～
１９
９２
�０
５
�２
７

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－�
２

１９
２０
２６
年

Ｎ
ａ
処
理
継
続

即
時
解
体

�
�
�

１２
４１
�
�

１９
８６
�１
２
�０
１
～
１９
９８
�１
２
�３
１

ス
ー
パ
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２０
２０
２３
年

「
最
終
運
転
停
止
段
階
」
で
燃
料
撤
去

即
時
解
体

�
�
�

１４
２
�
�

１９
７４
�０
７
�１
４
～
２０
１０
�０
２
�０
１

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２１

２０
１２
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�０
７
�０
２
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－１

ド
イ
ツ

２２
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－２
２３

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７８
�０
５
�０
１
～
１９
９０
�０
２
�２
８

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－３
２４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７９
�１
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�２
２

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－４
２５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８９
�１
１
�０
１
～
１９
８９
�１
１
�２
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－５
２６

１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２５
�
�

１９
７０
�０
７
�０
２
～
１９
７１
�０
４
�２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム
（
�
�
�
）

２７
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去
（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
２
～
１９
７７
�０
１
�１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
－�
）　

２８
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

�
�
�
�

１５
�
�

１９
６９
�０
５
�０
９
～
１９
８８
�１
２
�３
１

�
�
�
実
験
炉

２９
２０
１０
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
�
�

１９
６２
�０
２
�０
１
～
１９
８５
�１
１
�２
５

カ
ー
ル
�
�
�

３０
２０
１３
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

２０
�
�

１９
７９
�０
３
�０
３
～
１９
９１
�０
８
�２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
�
�
�
－Ⅱ

３１
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�

５７
�
�

１９
６６
�１
２
�１
９
～
１９
８４
�０
５
�０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
�
�
�
�

３２
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
１３
年
ま
で
の
２５
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
８
�
�

１９
６８
�１
０
�０
１
～
１９
７９
�０
１
�０
５

リ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
）

３３
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１３
０２
�
�

１９
８７
�０
８
�０
１
～
１９
８８
�０
９
�０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３４
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１０
６
�
�

１９
７３
�０
１
�０
１
～
１９
７４
�０
７
�２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ
（
�
�
�
�

　 　 　
ド
イ
ツ

　 　 　

３５
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

７０
�
�

１９
６６
�１
０
�１
１
～
１９
９０
�０
６
�０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３６
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
２
�
�

１９
７２
�０
５
�１
９
～
２０
０３
�１
１
�１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

３７
未
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
２７
年
ま
で
の
３０
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

３０
８
�
�

１９
８７
�０
６
�０
１
～
１９
８８
�０
４
�２
０

�
�
�
�
－３
００

３８
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
１
～
１９
９４
�０
８
�２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

３９
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

３５
７
�
�

１９
６９
�０
３
�３
１
～
２０
０５
�０
５
�１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４０
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８８
２
�
�

１９
８１
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

４１
２０
１５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
６
�０
１
～
１９
８２
�０
３
�０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

４２
２０
２０
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

Ｇ
Ｃ
Ｒ

１６
０
�
�

１９
６４
�０
１
�０
１
～
１９
８７
�１
２
�０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

４３
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２７
０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

４４
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１３
�
�

１９
６３
�１
０
�２
６
～
１９
７６
�０
３
�１
８

動
力
試
験
炉
（
��
�
�
）

日
本

４５
２０
１７
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６６
�０
７
�２
５
～
１９
９８
�０
３
�３
１

東
海
発
電
所

４６
２０
２８
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１６
５
�
�

１９
７９
�０
３
�２
０
～
２０
０３
�０
３
�２
９

「
ふ
げ
ん
」

４７

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７６
�０
３
�１
７
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

４８
�
�
�

８４
０
�
�

１９
８７
�１
１
�２
９
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

４９
　

未
定

未
定

�
�
�

４６
０
�
�

１９
７０
�１
１
�１
７
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
１
号
機

５０
　

未
定

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７３
�１
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
２
号
機

５１
　

未
定

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７４
�１
０
�２
６
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
３
号
機

５２
　

未
定

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７８
�０
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
４
号
機

５３
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

９０
�
�

１９
７３
�０
７
�１
６
～
１９
９９
�０
４
�２
２

�
�
－３
５０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

５４

未
定

運
転
停
止

未
定

�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８３
�１
２
�３
１
～
２０
０４
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ア

－１
リ
ト
ア
ニ
ア

５５
�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８７
�０
８
�２
０
～
２０
０９
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ

－２
５６

２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
６９
�０
３
�２
６
～
１９
９７
�０
３
�２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

５７

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
８
�
�

１９
６４
�０
４
�２
６
～
１９
８３
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－１

ロ
シ
ア

５８
�
�
�
�

１６
０
�
�

１９
６９
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－２
５９

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２１
０
�
�

１９
６４
�１
２
�３
１
～
１９
８４
�０
２
�１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－１
６０

�
�
�

３６
５
�
�

１９
７０
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
８
�２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－２
６１

不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

６
�
�

１９
５４
�１
２
�０
１
～
２０
０２
�０
４
�２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
�
�
�
－１

６２
２０
５７
年
頃

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１４
３
�
�

１９
７２
�１
２
�２
５
～
１９
７７
�０
２
�２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１

ス
ロ
バ
キ
ア

６３

２０
６２
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８０
�０
４
�０
１
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－１

６４
�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�０
１
～
２０
０８
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－２

６５
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

５０
０
�
�

１９
７２
�０
５
�０
６
～
１９
８９
�１
０
�１
９

バ
ン
デ
ロ
ス

－１
ス
ペ
イ
ン

６６
不
明

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１５
０
�
�

１９
６８
�０
７
�１
４
～
２０
０６
�０
４
�３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ

－１
６７

２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
�
�

１９
６４
�０
５
�０
１
～
１９
７４
�０
６
�０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

６８

２０
２０
年
頃
解
体
開
始

安
全
貯
蔵
中（
Ｓ
Ｆ
Ｒ
－２
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７５
�０
７
�０
１
～
１９
９９
�１
１
�３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－１
６９

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７７
�０
３
�２
１
～
２０
０５
�０
５
�３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－２
７０



－　４０　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

　
安
全
貯
蔵
後
解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済
み

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

６
�
�

１９
６８
�０
１
�２
９
～
１９
６９
�０
１
�２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

７１
解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
７
～
１９
９６
�１
１
�３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

７２
�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
８
～
１９
９１
�１
０
�１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－２
７３

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８２
�０
８
�２
７
～
２０
００
�１
２
�１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－３
７４

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８４
�０
３
�２
６
～
１９
８６
�０
４
�２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－４
７５

２０
７４
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�０
６
�１
２
～
１９
８９
�０
３
�３
１

バ
ー
ク
レ

－１

イ
ギ
リ
ス

７６
�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�１
０
�２
０
～
１９
８８
�１
０
�２
６

バ
ー
ク
レ

－２
７７

８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�０
７
�０
１
～
２０
０２
�０
３
�３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－１
７８

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�１
１
�１
２
～
２０
０２
�０
３
�３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－２
７９

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５６
�１
０
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－１
８０

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�０
２
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－２
８１

�
�
�

６０
�
�

１９
５８
�０
５
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－３
８２

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
４
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－４
８３

６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
２
�０
５
～
１９
９０
�０
３
�３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
１

８４
�
�
�

１７
３
Ｍ
ｗ

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�１
２
�３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
２

８５
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
３
�３
０
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
１

８６
�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
５
�０
５
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
２

８７
２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－１
８８

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－２
８９

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
３
�２
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
１

９０
�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
９
�１
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
２

９１
２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
０
�２
８
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
１

９２
�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
２
�３
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
２

９３

２１
１６
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体
、
２１
２８
年
サ
イ

ト
解
放

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－１
９４

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－２
９５

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－３
９６

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－４
９７

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１４
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７７
�０
３
�０
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

９８
２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
７６
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
３
�３
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

９９
２０
２８
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

�
�
�

３６
�
�

１９
６３
�０
２
�０
１
～
１９
８１
�０
４
�０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
��
�
�
�

１０
０

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中
（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

�
�
�
�
�

１０
０
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
９
�１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
��
�
�
�
�

１０
１

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

７１
�
�

１９
６５
�１
１
�０
１
～
１９
９７
�０
８
�２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

１０
２

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
�
�

１９
５７
�１
０
�１
９
～
１９
６３
�１
２
�０
９

�
�
�バ
レ
シ
ト
ス

１０
３

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１９
�
�

１９
６３
�１
２
�１
８
～
１９
６７
�０
１
�０
１

�
�
�
�

１０
４

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
７
�
�

１９
６０
�０
７
�０
４
～
１９
７８
�１
０
�３
１

ド
レ
ス
デ
ン

－１
１０
５

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２４
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
６８
�０
２
�０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１０
６



－　４１　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
２５
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６６
�０
８
�０
５
～
１９
７２
�０
９
�２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ

－１

ア
メ
リ
カ

１０
７

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９４
�０
９
�０
１

�
�
�
－Ⅱ

１０
８

７５
年
間
��
�
後
解
体

��
�
（
繭
化
）
方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

８６
０
�
�

１９
６６
�０
４
�０
１
～
１９
８８
�０
２
�０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
Ｎ
原
子
炉

１０
９

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�

３４
２
�
�

１９
７９
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�０
８
�２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１１
０

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放

即
時
解
体

�
�
�

６０
３
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９６
�１
２
�０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク
（
�
・
�
）

１１
１

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６４
�０
９
�０
１

ハ
ー
ラ
ム

１１
２

２０
１５
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６３
�０
８
�０
１
～
１９
７６
�０
７
�０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ

１１
３

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
～
２０
１３
年

安
全
貯
蔵

�
�
�

２７
７
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７４
�１
０
�３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト

－１
１１
４

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５３
�
�

１９
６９
�１
１
�０
７
～
１９
８７
�０
４
�３
０

ラ
ク
ロ
ス

１１
５

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

９０
０
�
�

１９
７２
�１
２
�２
８
～
１９
９７
�０
８
�０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１１
６

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６８
４
�
�

１９
７１
�０
３
�０
１
～
１９
９８
�０
７
�０
１

ミ
ル
ス
ト
ン

－１
１１
７

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

６６
�
�

１９
６６
�０
７
�０
２
～
１９
６７
�１
０
�０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１１
８

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

４２
�
�

１９
６７
�０
６
�０
１
～
１９
７４
�１
１
�０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム

－１
１１
９

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

１２
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６６
�０
１
�０
１

ピ
カ
ー

１２
０

１９
７０
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

�
�
�

１８
�
�

１９
６５
�０
９
�０
１
～
１９
６８
�０
６
�０
１

プ
エ
ル
ト
リ
コ
　
ボ
ー
ナ
ス

１２
１

２０
０９
年
完
了

許
認
可
解
除
（
建
物
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

９１
７
�
�

１９
７５
�０
４
�１
７
～
１９
８９
�０
６
�０
７

ラ
ン
チ
ョ
セ
コ

－１
１２
２

２０
３０
年
完
了
予
定

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

４５
６
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９２
�１
１
�３
０

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－１
１２
３

１９
８９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�１
２
�０
２
～
１９
８２
�１
０
�０
１

シ
ッ
ピ
ン
グ
ポ
ー
ト

１２
４

１９
９５
年
完
了

解
体
済

即
時
解
体

�
�
�

８８
０
�
�

運
転
開
始
し
な
い
で
閉
鎖

シ
ョ
ー
ハ
ム
　

１２
５

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

９５
９
�
�

１９
７８
�１
２
�３
０
～
１９
７９
�０
３
�２
８

ス
リ
ー
マ
イ
ル
ア
イ
ラ
ン
ド

－２
１２
６

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１１
５５
�
�

１９
７６
�０
５
�２
０
～
１９
９２
�１
１
�０
９

ト
ロ
ー
ジ
ャ
ン

１２
７

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放

即
時
解
体

�
�
�

１８
０
�
�

１９
６１
�０
７
�０
１
～
１９
９１
�１
０
�０
１

ヤ
ン
キ
ー
ロ
ー

１２
８

２０
１８
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン

－１
１２
９

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン

－２
１３
０

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

３
�
�

１９
６７
�０
３
�０
１
～
１９
７２
�０
５
�０
１

サ
ク
ス
ト
ン

１３
１

（
１
）本
表
は
、
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
�Ｐ
Ｒ
Ｉ
Ｓ（
�
�
�
�
��
�
�
	


��
��
�

��
��
	
��
�


��
��
��
�
）、
Ａ
Ｎ
Ｓ
��
�
�
��
�
	�
�
�


�及
び
Ｎ
Ｅ
Ｉ
誌
の
�
�
��
�
��
	


��
�
��

�
�
	
��
��
�Ｈ
�
�
�
�
�
�
�に
基
づ
き
当
セ
ン
タ
ー
が
国
際
会
議
、

専
門
誌
等
か
ら
の
情
報
を
加
え
取
り
纏
め
た
も
の
で
す
。　
　

（
２
）運
転
期
間
の
記
述
の
う
ち
日
付
け
（
例
　
１９
６５
�０
５
�０
１
）
の
０１
に
は
出
典
に
日
付
け
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
も
の
を
含
み
ま
す
。

（
３
）炉
型
は
、
�
�
�
（
加
圧
水
型
炉
）、
�
�
�
（
沸
騰
水
型
炉
）、
�
�
�
�
（
軽
水
冷
却
型
ガ
ス
炉
）、
�
�
�
�
（
高
温
ガ
ス
炉
）、
�
�
�
�
�
（
重
水
減
速
軽
水
冷
却
炉
）、
�
�
�
（
高
速
炉
）、
�
�
�
（
黒
鉛
減

速
ガ
ス
炉
）、
�
�
�
�
�
（
重
水
冷
却
ガ
ス
炉
）、
�
�
�
�
（
加
圧
水
型
重
水
炉
：
キ
ャ
ン
ド
ゥ
ー
炉
）

（
４
）ア
メ
リ
カ
と
旧
ソ
連
に
は
、
冷
戦
終
結
に
伴
い
運
転
停
止
し
た
発
電
設
備
を
有
す
る
生
産
炉
が
上
記
以
外
に
２０
機
程
度
あ
り
、
一
部
は
廃
　
止
措
置
さ
れ
て
い
る
。
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総務部から

１．理事会及び評議員会の開催
（１）　第６４回評議員会が平成２３年３月１６日、第７１回及び第７２回理事会が平成２３年３月１７日に

当センターにおいて開催され、平成２３年度の事業計画・収支予算書並びに役員の選任、評
議員の選任等について、審議され原案どおり承認されました。

（２）　第７３回理事会及び第６５回評議員会が平成２３年６月２２日に当センターにおいて開催され、
平成２２年年度事業報告・決算報告並びに平成２３年度予算の変更等について、審議され原案
どおり承認されました。

２．人事異動
○理事
　新任（４月１日付） 退任（３月３１日付）

深見　尚史 　半沢　正利　　
（鹿島建設株式会社　常務執行役員） 　真木　浩之
 　丸　　　彰

　前報告から平成２３年６月末までの外部委員会等への参加者は以下の通りです。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名

２月２８日安念　外典原子燃料サイクル専門部会
（社）日本原子力学会

３月１０日安念　外典標準委員会

１月３１日
３月３日
３月２５日

泉田　龍男
ＲＩ法埋設確認・クリアランス調
査委員会

（財）原子力安全技
術センター

６月６日泉田　龍男放射性廃棄物国際基準検討会
（独）原子力安全基
盤機構（����）

６月２０日室井　正行廃棄確認技術検討会
（独）原子力安全基
盤機構（����）

委員会等参加報告
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正森　滋郎
（三菱重工業株式会社
　　常務執行役員原子力事業本部長）

山添　勝彦
（旭化成株式会社　常務執行役員）

○監事
　新任（４月１日付） 退任（３月３１日）

須田　　登 　高山　進一

○評議員
　新任（３月１７日付） 退任（３月１７日付）

津山　雅樹 　柴田　洋二
（社団法人日本電機工業会　原子力部長）　　　　　　　　

　新任（４月１日付） 退任（３月３１日付）
鎌田　博文 　山本　晃三
（大成建設株式会社　執行役員　原子力本部長） 　姉川　弘明
鈴木　直人 　永守　幸人
（株式会社東芝　関西・電力部部長）
生瀬　博之　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（三菱マテリアル株式会社　エネルギー事業センター　副所長）

　新任（６月２２日付） 退任（６月２２日付）
大久保　修 　鈴木　直人　
（株式会社東芝　原子力事業部　原子力企画室長）

○職員
　退職（３月３１日付）

技術開発部　課長 　大森　弘幸
　出向解除（３月３１日付）

参事・総務部長 　佐藤　一彦
物流システム事業化準備室　設備準備部次長 　清水　隆文

　採用（４月１日付）
物流システム事業化準備室　設備準備部長 　秋山　武康

　異動（４月１日付）
解兼務（物流システム事業化準備室設備準備部長） 　森　　久起
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参事・総務部長　兼　企画部長 　武田　準一
　採用（５月１６日付）

物流システム事業化準備室　技術部調査役 　長谷川安茂
　異動（６月１日付）

兼　物流システム事業準備室長　（専務理事） 　森　　久起
物流システム事業準備室　事業計画部長 　泉田　龍男
物流システム事業準備室　技術部長 　室井　正行
物流システム事業準備室　設備準備部長 　秋山　武康
物流システム事業準備室　課長　兼　立地推進部 　鈴木　康夫
物流システム事業準備室　技術部調査役 　長谷川安茂
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第24回「原子力施設デコミッショニング技術講座」
ご　案　内

　当センター主催の第２４回「原子力施設デコミッショニング技術講座」を以下の通り開催します。
皆様のご参加をお待ちしております。詳細につきましては追って連絡申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　開催日時：平成２３年１０月２７日（木）　　　１０時３０分～１７時００分
　開催場所：東京都港区赤坂１－９－１３　三会堂ビル９階　石垣記念ホール

第23回「報告と講演の会」
ご　案　内

　当センター主催の第２３回「報告と講演の会」を開催するはこびとなりました。当センターの事
業報告をさせて頂くとともに、特別講演等を予定しております。詳細につきましては追ってご
案内させていただきます。皆様奮ってのご来場をお待ち申し上げます。

　開催日時：平成２３年１１月２８日（月）
　開催場所：石垣記念ホール（東京・赤坂、三会堂ビル９階）
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